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1． 調査研究の概要 

1.1  背景・目的 

 我が国では現在、児童生徒の学力や学習状況を把握し、教育施策や指導の改善を図るとと

もに、児童生徒の学習状況の改善に役立てるため、全国学力・学習状況調査が実施されてい

る。しかしながら、当該調査の結果公表については、付随して留意すべき事項や整備すべき

規則等が多岐にわたる問題であることから、その方法や内容等について慎重な検討が進めら

れているところである。他方、我が国と同様に全国的な学力調査を実施している諸外国の中

には、調査結果を広く公表するとともに、データベース化して研究者等が活用できるように

している事例もある。 

 そこで本調査研究においては、我が国の全国学力・学習状況調査の結果公表を検討する上

で参考となる知見を得ることを目的として、諸外国における学力調査の結果公表手法やデー

タベースの運用実態等を調査する。 

1.2  内容・方法 

 本調査研究においては、まず既存の文献・ウェブサイトの調査を行い、調査対象国におけ

る学力調査の結果公表手法やデータベースについての基本情報を整理する。それらを踏まえ

て、各国の関係組織（教育所管省庁や大学等）を訪問してインタビュー調査や関連資料の収

集・整理を実施し、基本的な制度設計等に加えて公表時の留意点や効果等を検証し、我が国

への示唆を検討する。 

 具体的な調査項目は、以下のとおりである。 

 

図表  1-1 主な調査項目 

＜学力調査結果の公表制度について＞ 

 学力調査の概要（目的、対象者、頻度、内容・教科等） 

 学力調査結果の公表制度（主体・媒体、情報内容、公表時の留意点、効果・課題等） 

 

＜学力調査結果のデータベースについて＞ 

 データベースの構築・管理主体 

 データベースの内容 

 データベースへのアクセス権限（アクセス許可を判断する権限等含む） 

 データベース活用に係る規則等（活用成果の報告義務、データ管理 等） 

 

1.3  調査対象 

 1.1で示した目的に照らして、本調査研究においては、全国的な学力調査を実施し、その

結果を公表している（データベース化も含む）国として、イギリス、オーストラリア、アメ

リカ、スウェーデンを調査対象とする。 
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1.4  実施体制 

 本調査研究の実施体制は、以下のとおりである。 

 

● 実施責任者（プロジェクトリーダー） 

横山宗明  人間・生活研究本部 人材育成・教育グループ 主任研究員 

 

● 実施担当者 

荒木啓史  人間・生活研究本部 人材育成・教育グループ 研究員 
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2． 各国における学力調査の結果公表手法及びデータベース 

2.1  イギリス 

2.1.1 学力調査の概要 

 イギリスでは、全国的な学力調査として、National Tests（以下、全国テスト）及び General 

Certificate of Secondary Education（以下、GCSE）を実施している。これらの調査の詳細

は、以下のとおりである。 

(1) 目的 

 児童生徒の習熟状況を把握し、教育政策や学校における実践の改善に活かすとともに、調

査結果を学校ごとに公表することで、行政及び学校としてアカウンタビリティを果たし、保

護者等による学校選択に資することを主たる目的としている。 

(2) 対象者・頻度 

 全国テストの対象は、第 6学年（10～11歳）、GCSEは第 10～11 学年（14～16歳）、

であり1、年に 1回実施される。 

(3) 内容・教科 

全国テストの対象教科は英語（読解、文法、句読法、スペリング）及び算数、GCSE の

対象教科は英語、数学、理科等であり、このうち GCSE については生徒によって受験科目

が異なるものの、各科目の試験内容や評価基準は全国的な統一が図られている。 

なお、イギリス2では、第 1学年から第 6学年までの初等学校 6年間、及び第 7学年から

第 11学年までの中等学校 5年間の合計 11年間が義務教育であり、これを 4つの段階（Key 

Stage：KS）に大別して教育課程（National Curriculum）の編成を行っている。具体的に

は、第 1～2学年が KS1、第 3～6学年が KS2、第 7～9学年が KS3、第 10～11学年が KS4

であり、各段階における児童生徒の学力水準を把握し、学校の取組や児童生徒の学習行動を

改善すること等を目的として、図表 2-1のように複数の評価（アセスメント）を実施して

いる。このうち、試験を伴う全国的な学力調査に該当するのは、上述のとおり KS2の全国

テストと KS4の GCSEである。 

 

 

  

                                                   
1 テストへの参加の有無は学校タイプによって異なり、参加義務がない学校もあるが、ほぼ全員が受験す

る。（教育省・Annabel Burns課長補佐へのインタビューより） 

2 本稿では、特段の断りがない限り、「イギリス」の表記は「イングランド」を意味する。 
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図表 2-1 イギリスの義務教育におけるアセスメント 

KS 学年（年齢） アセスメント 概要（内容、方法等） 

KS1 第 1学年 

（5～6歳） 

発音確認テスト 

(Phonics screening check) 

 児童が 40 語の文章を教員に対して

音読し、その適切性を教員が評価。 

 十分に音読できなかった場合、第 2

学年修了時に再度実施。 

第 2学年 

（6～7歳） 

教員アセスメント 

(Teacher Assessment) 

 英語、算数、理科について、テスト

の結果や日頃の学習状況等を踏ま

えて、教員が児童の習熟度を総合的

に評価。 

KS2 第 3～6学年 

（7～11歳） 

全国テスト 

(National Tests) 

※第 6学年に実施 

 英語（読解、文法、句読法、スペリ

ング）、算数について、全国統一の

テストを実施。 

 試験問題は原則として非公開であ

り、解答用紙と合冊。 

教員アセスメント 

(Teacher Assessment) 

※第 6学年に実施 

 英語、算数、理科について、テスト

の結果や日頃の学習状況等を踏ま

えて、教員が児童の習熟度を総合的

に評価。 

KS3 第 7～9学年 

（11～14歳） 

教員アセスメント 

(Teacher Assessment) 

※各学年に実施 

 英語、数学、理科等について、テス

トの結果や日頃の学習状況等を踏

まえて、教員が生徒の習熟度を総合

的に評価。 

KS4 第10～11学年 

（14～16歳） 

中等教育修了資格試験 

(GCSE) 

※第 11学年が基本だが、 

第 10学年でも受験可能 

 英語、数学、理科等について、全国

統一の試験を実施。 

 受験科目は、受験者の卒業後の希望

進路に応じて選択。 

［出所］教育省ホームページ3より 

(4) 評価 

 KS1から KS3については、各教科の到達水準に関しての図表 2-2とおり 8段階のレベル

が設定されており、各アセスメントでは児童生徒がどのレベルに該当するかを評価すること

になる4。このうち、KS1についてはレベル 2、KS2についてはレベル 4、KS3については

レベル 5または 6に到達することが望ましいとされている。 

また、KS4の GCSE についても同様に、最高水準の A*から最低水準の Gまで 8 段階の

等級が設定されており、試験の結果に基づき各生徒は受験科目ごとに等級を付与される5。 

                                                   
3 https://www.gov.uk/national-curriculum/overview（最終閲覧日：2015年 3月 20日） 

4 教科ごとにレベル別の能力要件が設定されており、当該要件に照らして評価が為される。 

5 A*、A、B、C、D、E、F、Gの 8段階。Gに到達しない場合、U（不可）を付与されることもある。な

お一部の生徒は、GCSE以外の国家資格試験等を受験することもあるが、国が定める資格評価枠組みに照

らし、GCSEと等価性が担保された枠組みにより評価される。また、2014年 12月現在、GCSEの制度改

正が進んでおり、2015年度からは従来の評価枠組みではなく、1～9の 9段階による評価枠組みへと移行

予定である。 
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図表 2-2 【参考】英語（スピーキング・リスニング）のレベル別能力要件 

レベル 能力要件 

1 

 関心のあることについて話す。 

 他人の話を聞き、たいていの場合、適切に返答する。 

 複数の人に簡単な内容の話を伝え、少しずつ詳細を交えて考えを伝え始める。 

2 

 とりわけ関心のあることについては、自信を持って会話し始める。 

 時折、相手にとって必要な事項を補足しながら話す。 

 話す語彙が増え、自分の考えを明確に伝えられるようになる。 

 他人の話をしっかりと聞き、適切に返答する。 

 状況によって、よりフォーマルな語彙や口調が使われることを認識し始める。 

3 

 様々な状況下で、自信を持って会話する。 

 議論の要点を理解できる。 

 聞いている内容について、関連するコメントや質問を発する。 

 多様な語彙を使い、話す内容のレベル（詳細さ）を調整しながら、聞き手に必要

な情報を適切に伝える。 

 標準英語（standard English）とそれらが使われる場面について認識し始める。 

4 

 これまでよりも多様な状況下で、自信を持って会話する。 

 目的に沿って、出来事や自分の意見を明確に伝える。 

 議論の中で、建設的なコメントをしたり、他人の見解に対して質問をしたりする。 

 標準英語の語彙や文法を使って、適切に話す。 

5 

 これまでよりも多様な状況下で、自信を持って会話する。 

 目的に沿って、出来事や自分の意見を明確に伝える。 

 表現や語彙の多様性が増す。 

 議論の中で、建設的なコメントをしたり、他人の見解に対して質問をしたりする。 

 標準英語の語彙や文法を使って、適切に話す。 

6 

 異なる状況、目的、聞き手に応じて、自信を持って話す。 

 多様で豊かな語彙や表現を通じて、聞き手の関心を引きつける。 

 議論に積極的に参画し、状況に応じて様々な役割を果たすとともに、他人に対し

て理解・気遣いを示す。 

 多様な言語を効果的に使うとともに、フォーマルな場面で標準英語を流暢に話す。 

7 

 話す内容に詳しくない人に対しても、状況に応じて自信を持って適切に話す。 

 多様な語彙を適切かつ効果的に使って話す内容を構成し、明確に伝える。 

 議論において重要な役割を果たし、他人の考えについても適切に評価する。 

 状況に応じて標準英語を自信を持って使う。 

8 

 多様な状況下で、目的に応じて話を展開する。 

 適切な語彙・イントネーション・強調を使いながら、話す内容を明確に構成する。 

 議論の展開に様々な形で貢献する。 

 多様な状況下で、標準英語を自信を持って使いこなす。 

［出所］Qualifications and Curriculum Authority（2010）より 
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(5) 実施体制・方法 

 全国テストや GCSE の全体管理を行うのは、教育行政全般を所管する教育省

（Department for Education）である。ただし、実際にテストの開発、調査の実施、結果

のとりまとめ、関連情報の公表等を担うのは、幼少期から KS2 までの質保証や試験全般を

管理する Standards and Testing Agency（STA）、及び資格試験全般を管理する Office of 

Qualifications and Examinations Regulation（Ofqual）であり、全国テストについては

STA が、GCSE については Ofqual が対応している。なお、テストの開発は、各機関の担

当職員に加えて、外部の有識者等を含めた検討チームが行い、全国テストは原則として問題

用紙と解答用紙が合冊で問題は非公開、GCSE についても問題用紙と解答用紙は合冊だが

問題は公開している。 

 

2.1.2 学力調査結果の公表制度 

イギリスでは、各種アセスメントの結果を、インターネット上のサイト「Performance 

Table」にて公表している。当該サイトの詳細は、以下のとおりである。 

(1) 公表主体・媒体 

 Performance Table はインターネット上のサイトであり、教育省が全学校のデータ（各

種アセスメント以外のデータも含む）を集計した結果を公表している。当該サイトで公表さ

れているデータは、アクセス制限が設けられておらず、誰でも自由に閲覧するとともに、各

学校の公表データをダウンロードすることもできる。 

 

※Performance Table（http://www.education.gov.uk/schools/performance/） 

(2) 公表情報の内容 

 Performance Tableの利用者は、特定の学校を検索して、各学校の基本データ（児童生

徒数や教員数、所在地等）、アセスメント結果（一定のレベルに到達した児童生徒の割合、

経年での改善状況等）、教育水準局による査察結果等を見ることができる。また、指標ごと

に各学校をランキング形式で比較することもできる。主要なサイト画面は、以下のとおりで

ある。 
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1）トップページ 

トップページでは、学校種、所在地、学校名、所管庁等の情報に基づき、詳細情報を閲覧

したい学校を検索・選択することができる。 

 

 

図表 2-3 Performance Table トップページ 

 

 

 

  

学校種別による検索 郵便番号による検索 学校名による検索

地域による検索

学校種別に一覧検索
することも可能
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2）各学校のページ 

閲覧したい学校を選択すると、各種指標が一覧できる。具体的には、以下のとおり所在地、

校長名、対象児童生徒の年齢、性別、学校種別、児童生徒数・男女別割合、一定のレベルに

達した児童生徒の割合、経年で成績が向上した児童生徒の割合、財務状況、教員数等が、表

形式で整理されている。（複数の情報が縦長の表形式で整理されているため、以下ではいく

つかに分割して紹介する） 

 

図表 2-4 学校情報のページ
6
 

（ここでは、ランダムに抽出した Beam Primary School の例7） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
6 学校によって、整備・公表されているデータの種類が異なる。そのためここでは、全データの公表状況

を例示するため、複数の学校のページを適宜引用して紹介する。 

7 中等学校も、基本的には同様の構成・内容である（一部、レベル別の成績表示が、GCSEのランク別表

示になっている等、学校種に応じた内容となる）。なお、Performance Tableにおいて公表されている具

体的な指標については、図表 2-10を参照。 

住所、電話
番号、校長
名、児童の
年齢層・性
別、学校設
置者、学校
IDなどの基
本情報

所在地
の地図

クリック
すると、
学校の
各種
データを
ダウン
ロードで
きる

児童数、男
女比、特別
な支援を必
要とする児
童割合、英
語を母語と
しない児童
割合、無料
給食の受給
資格を有す
る児童割合
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図表 2-5 KS2 の成績（2013 年）紹介ページ 

 

 

  

KS2の全国テ

ストでレベル
4以上の成績

を修めた児
童割合（対象
校、同一行
政区、全校そ
れぞれ）

KS2の全国テ

スト対象者数、
成績別（レベ
ル3以下、レ
ベル5以上な

ど）の児童割
合、KS1修了

時よりレベル
が2段階高く

なった児童割
合、平均得
点（各指標と
も、KS1修了

時のレベル
別に表示）

社会経済的
に不利な環
境に置かれ
ている児童と
それ以外の
児童に分類・
集計した場
合の成績別
（レベル3以
下、レベル5

以上など）の
児童割合、
KS1修了時よ
りレベルが2

段階高くなっ
た児童割合
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図表 2-6 KS2 の成績（2013 年）紹介ページ（続き） 

 

 

 

 

 

  

KS1修了時の
成績からKS2

修了時の成
績への伸び
率（最右列は、
全児童のうち、
伸び率を計
算する際に
対象となった
児童の割合）

成績別の児
童割合（教科
別）

児童の出欠
状況（対象校
と同一学校
設置者それ
ぞれ）
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図表 2-7 財務情報（2012～2013 年）のページ 

 

 

 

  

児童数、無
料給食の受
給資格を有
する児童割
合

収入（財政補
助額、自己
調達額）、支
出（教職員の
給与、教材
費等）（対象
校、同一行
政区の学校
の中央値、ロ
ンドンの学校
の中央値、
全校の中央
値それぞれ）

主要な支出
額（人件費及
び光熱費）の
経年変化
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図表 2-8 教職員情報と直近の教育水準局による査察結果のページ 

 

 

 

  

職種別の教
職員数、フル
タイム換算し
た教職員数、
教員一人当
たりの児童
数、フルタイ
ム教員の平
均給与（対象
校と同一学
校設置者そ
れぞれ）

教育水準局
による査察
年月日、結
果、査察報
告書のリンク
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3）学校間比較のページ 

トップページにおいて、画面右側に配置されているリスト「Quick links」の「Primary」

や「Secondary」をクリックすると、図表 2-9のように、それぞれ初等学校と中等学校の一

覧が表示される。最初の画面では、学校名のアルファベット順に、KS2の全国テストや KS4

の GCSE の結果が表示されている。閲覧者は、表上部のタブを操作することで、特定の指

標ごとにランキング形式で表示することができる。（具体的に表示可能な指標については後

述） 

 

図表 2-9 学校一覧のページ 

 

 

 なお上記のように、学校一覧形式で表示できるデータの種類は、図表 2-10のとおりであ

る。 

 

学校名（及び
設置者）がア
ルファベット
順に並んで
いる（ここで
は一部のみ
抜粋）

参考値として
全校の集計
結果を最上
段に記載

各学校について、
各指標のデータ
を表示。中段タ
ブで特定の指標
を選択すると、
当該指標の降順
／昇順で学校が
並び替えられる

画面に表示
したいデータ
の種類（分
類）をタブで
選択できる

上段タブで選択
した分類ごとに、
具体的な指標名
が提示される。
初期設定は、学
校名のアルファ
ベット順に各指
標のデータが下
表で表示される
が、特定の指標
を選択すると、
降順／昇順で学
校がランキング
化される
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図表 2-10 学校一覧形式（図表 2-9 の形式）で表示可能な指標 

分類 指標 

アセスメント

結果 

 一定レベル以下／以上の児童生徒割合（KS1修了時のレベル別（中等学校

は KS2 修了時のレベル別）、男女別、母語別、転校の有無別のデータも

含む） 

 KS1修了時よりも 2レベル向上した児童割合（初等学校） 

 KS2 修了時の成績に照らして KS4 修了時に期待される成績を収めている

生徒割合（KS2でレベル 3の場合は KS4で GCSEが D、KS2でレベル 4

の場合は KS4で GCSEが C、KS2でレベル 5の場合は KS4で GCSEが

B、KS2 でレベル 6 の場合は KS4 で GCSE が A または A*に到達した生

徒割合）（中等学校） 

 全国テストにおける児童生徒の平均得点・レベル 

 社会経済的に不利な環境にある児童生徒と他の児童生徒との差 

 一定レベル以上の児童生徒割合（過去 3年間の平均、経済社会的な背景に

よる差も含む） 

 社会経済的に不利な環境にある児童生徒の割合（過去 3年間の推移） 

 教員アセスメントにおける児童生徒のレベル別割合 

 KS2修了時の成績から KS4修了時の成績への伸び 

 KS1修了時の成績から予測されるKS2修了時の成績が類似する125校（対

象校、及び予測値が対象校に近似する上下各 62 校）の成績分布（一定レ

ベル以上の児童生徒割合の分布）と対象校の順位（中等学校については

KS2修了時の成績から予測される KS4修了時の成績が類似する 55校（対

象校及び上下各 27校）） 

児童生徒の出

欠状況 

 半日以上の授業総数のうち欠席した割合（平均値） 

 半日以上の授業総数のうち 15％以上欠席した児童生徒の割合 

財務状況 

 総収入、財政補助の受給額、自己調達資金（児童生徒一人当たり） 

 総支出（児童生徒一人当たり） 

 無料給食を受給できる児童生徒の割合 

 教職員の給与（職種別、児童生徒一人当たり） 

 ICTを除く教材費（児童生徒一人当たり） 

 ICT関連の教材費（児童生徒一人当たり。ハード環境整備も含む） 

 その他、学校独自財源による各種支出（児童生徒一人当たり） 

 学校設置者 

教職員情報 

 全教職員数（職種別） 

 フルタイム換算した教職員数 

 教員数と児童生徒数の比 

 フルタイム教員の平均給料 

その他学校情

報 

 就学児童生徒数（男女別） 

 特別な支援を必要とする児童生徒の割合 

 英語を母語としない児童生徒の割合 

 無料給食の受給資格がある児童生徒数 

 就学者の最低年齢・最高年齢 

 所在地情報 

 KS4修了後の進路別生徒割合 

教育水準局に

よる査察結果 

 学校設置者 

 査察年月日 

 査察結果（4段階評価の結果） 

［出所］Department for Education（2014a）より 
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 また、トップページの「By region」から、地方の行政区や選挙区を指定すると、当該地

区に該当する学校の一覧が図表 2-11のように表示され、利用者は、この中から具体的に情

報を閲覧したい学校を選択することができる。 

 

図表 2-11 地域別の学校一覧のページ  

 

 

 

 

  

選択した地
域の学校名
がアルファ
ベット順に並
んでいる

各学校の学校種を示すロゴ 各学校の設置者 児童生徒の年齢層

選択した地
域の学校数
（学校種別）

選択した地
域の学校が
アイコンで地
図上に表示
される
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(3) 公表に関する規則等 

 Performance Table において、各種アセスメントの結果等を学校レベルで公表するに当

たって、イギリス教育省では特に図表 2-12のような点に留意をしている。 

 

図表 2-12  学校レベルで結果公表する際の留意点 

 各学校がアカウンタビリティを確実に果たすとともに、保護者等が適切に学校選択を

行えるようにするため、アセスメント結果はもちろん、他の学校情報についてもでき

るだけ多く公表する。 

 同時に、学校ごとの状況を明確化するだけでなく、他校と比較しつつ各学校を評価し

やすくするため、指標ごとに複数の学校を横並びで評価できるように設計する。 

 一方で、単純に一時点のアセスメント結果のみで各学校の努力が判断されないよう、

経年変化（どの程度改善しているか）について、できるだけ分かりやすい形で提示す

る。 

 また、アセスメント結果だけでは捉えきれない学校の状況もあることを踏まえ、教育

水準局による査察結果等の情報についても捕捉的に公表する。 

 児童生徒個人が特定される危険性を勘案し、児童生徒数が 5 人以下の学校について

は、各種情報の公表を控える。 

［出所］教育省・Annabel Burns 課長補佐へのインタビューより 

(4) その他（効果、課題） 

 Performance Table 関係者（教育省担当者、教育水準局担当者、大学研究者）へのイン

タビューによると、Performance Table を通じた結果公表による主要な効果と課題として

は、図表 2-13のような点が挙げられる。 

 

図表 2-13 Performance Table による結果公表の主要な効果・課題 

分類 インタビュー対象者による評価 

効果 

 学校レベルの情報を把握することで、保護者がより適切に子供の学校を選択でき

るようになっている。 

 学校の成果に応じて予算配分等を行う上で、明確なエビデンスとなる。 

課題 

 学校・教員が強いプレッシャーにさらされる。その結果、公表されることを意識

するあまり、教員が試験の際に不正を働く（児童が誤答していると教えてしまう

等）ケースも見られる。 

 KS4の GCSEでは受験科目の一部が選択式であるが、より高い成績を収められ

る科目を選ぶ（選ばせる）傾向が見られる。 

 技術的な面で、アセスメント結果だけでなく関連する情報を少しでも多く公表し

ようとすると、情報量が増えて初見の人には分かりづらいサイトとなってしまう

ため、その両立をいかに図るかが求められる。 

※  これらの課題を踏まえて、イングランド以外のウェールズ、スコットランド、北

アイルランドでは、学校レベルでのデータ公表の前提となる全校対象の学力調査

自体を廃止する動きが見られる。 
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2.1.3 学力調査結果のデータベース 

Performance Table において公表している学校ごとの各種データは、各学校のデータ公

表ページから、誰でも自由にダウンロードすることができる。これに加えて、イギリスでは

各種アセスメント結果以外のデータも含めて、「National Pupil Databas（以下、NPD）」

としてデータベース化している。当該データベースの詳細は、以下のとおりである。 

(1) 構築管理主体・方法 

データベースの管理・運用を担っているのは教育省である。各種アセスメントにおいて収

集したデータや、毎年実施している全校調査（School Census）の結果に加え、地方当局が

所管する学校から収集したデータ、さらには義務教育後の学校種における生徒や学校の諸情

報を教育省が集約し、データベース化している。 

(2) データの内容 

データベースにおいて管理している主要なデータは、図表 2-14のとおりである。 

 

図表 2-14 データベースにおける主要なデータ内容 

データ単位 主なデータの種類 

児童生徒  氏名、性別、年齢、学年、住所、母語 

 学校への出欠状況 

 特別な教育的支援の有無（障がいの有無・種別） 

 義務教育後の進路希望 

 教員評価の結果 

 全国テストの結果 

 GCSE の結果 

 家庭環境（経済社会的な諸手当の受給状況、無料給食受給の可否） 

学校  学校 ID、所在地、学校種 

 所属児童生徒の性別、児童生徒数、教員数 

 財務状況 

 前段階及び後段階の学校種の接続 

 各種アセスメントの結果（学校レベルでの集計結果） 

［出所］Department for Education（2014b）より 

 

 なお、これらのデータは機微性に応じて、図表 2-15 のとおり 4 段階に分類されており、

次項で詳述するように、第三者がデータ利用を申請する際には、機微性の高さによって審査

する際の厳しさも調整される。 
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図表 2-15 機微性によるデータの分類（上段ほど機微性が高い） 

分類 概要 具体例 

1 

 児童生徒を特定する、あるいは

特定可能な非常に機微性の高い

児童生徒レベルデータ 

 氏名、住所、誕生年月日 

 家庭の支援受給状況、特定の民族・言語 

 不登校の理由 

2 

 児童生徒の特定可能性があり、

機微性の高い児童生徒レベルデ

ータ 

 年齢、誕生月 

 民族グループ・言語グループ 

 無料の学校給食を受け取る資格の有無 

 特別な教育的支援の有無 

3 

 学校レベルデータ  無料の学校給食を受け取る資格がある児

童生徒の数 

 アセスメントで特定のレベルに到達して

いない児童生徒の割合 

4 

 その他の児童生徒レベルデータ  性別 

 出欠状況 

 過去の成績と改善状況 

［出所］Department for Education（2013b）より 
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(3) アクセス権限 

 原則として、データベースへのアクセスは教育省が管理しており、その他には地方当局、

教育省から委託等を受けて分析を行う第三者機関等が利用できる。ただし、他の第三者であ

っても、利用申請を行い教育省の承認を得られれば、NPD の諸データ（「図表 2-15」分

類 1のデータも含む）にアクセスすることができる。具体的な申請事項は、図表 2-16のと

おりである。 

 

図表 2-16  NPD データ利用に関する主な申請事項 

 申請者の氏名、データ利用者・利用機関の名前 

 所属機関の種別（学術機関、研究機関、メディア等） 

 所属・役職、住所、電話番号 

 申請者が学生の場合は、指導教員の氏名・電話番号・メールアドレス 

 過去に NPDのデータを利用した実績 

 イギリスにおいて様々な情報管理を所掌する情報コミッショナーオフィス

（Information Commissioner’s Office：ICO）への登録情報 

 利用したいデータセットとそのバージョン、機微性、年度等 

 データ利用の目的（プロジェクトや研究の趣旨） 

 具体的に検証したい課題、想定する読み手（分析結果について） 

 プロジェクトや研究の目的を達成するためにデータ利用申請が必要な理由（データを

利用することで子供たちにもたらされる便益も含む） 

 （特に機微性の高いデータを利用する場合）機微性の低いデータで代替不可能である

理由 

 他のデータと紐づけて分析する予定の有無 

 分析結果の公表媒体（学術誌、国際的なレポート、ウェブサイトでの一般／限定公開、

商業出版、等） 

 データの利用開始時期と期間及びその理由 

 事前に教育省と協議をした場合、担当者の氏名・所属等 

［出所］Department for Education（2013a）より 

 

 なお、申請者が図表 2-17のような要件を満たすと、審査期間が短縮される。 

 

図表 2-17  審査期間短縮の要件 

 新規に利用申請するデータが、以前に承認された利用申請と明らかに関連しており、

かつ以前に承認された際のエビデンス（書類等）を提出すること。 

 1 年以上にわたって利用することがあらかじめ承諾されているデータについての更新

申請であり、そのことを証明するためのエビデンスを提出すること。 

 申請者が既に教育省等により信認された人物であること。 

［出所］Department for Education（2013b）より 
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(4) 利用に係る規則等 

申請してデータ利用が認められた場合、図表 2-18のような点を順守すべく、教育省と利

用者との間で覚書が交わされる。 

 

図表 2-18  データ利用に係る誓約事項 

 利用者または所属機関が ICOに登録されていること。 

 データを扱う上で、適切な情報セキュリティ体制を整えていること。 

 あらかじめ定められた目的のためのみにデータを利用すること。 

 あらかじめ定められた期間のみデータを保有すること。 

 教育省の事前の承認なくデータを追加的に公表したり提供したりしないこと。 

［出所］Department for Education（2013b）より 

 

 また上記に加え、利用者がデータ（分析結果）を公表する際の原則として、図表 2-19の

2点を順守することが求められる。 

 

図表 2-19  データ（分析結果）公表時の原則 

 児童生徒個人のプライバシー・機密を堅守する。 

 データの公表可否に迷った際には、必ず教育省の担当部署に照会する。 

［出所］Department for Education（2013b）より 
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 Department for Education, 2014a, 2014 School and College Performance Tables: 
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2.2  オーストラリア 

2.2.1 学力調査の概要 

 オーストラリアでは、全国的な学力調査として、National Assessment Program- Literacy 

and Numeracy（以下、NAPLAN）を 2008年より実施している8。NAPLANの詳細は、以

下のとおりである。 

(1) 目的 

 児童生徒の学習能力を把握し、学校や児童生徒の社会経済的な環境を踏まえて結果を分析

することにより、教育政策や学校における指導、児童生徒の学習習慣等の改善に資すること

を主たる目的としている。 

(2) 対象者・頻度 

 対象は、第 3 学年（8～9 歳）、第 5 学年（10～11 歳）、第 7 学年（12～13 歳）、第 9

学年（14～15歳）の全員であり、年に 1回（5月）実施される9。ただし、保護者が子供を

NAPLANに参加させたくないと考えた場合、拒否することができる。 

(3) 内容・教科 

 学力テストの対象教科は、読解（reading）、作文（writing）、言語（language conventions）、

算数／数学（numeracy）の 4 種類であり、各テストの概要は以下のとおりである。なお

NAPLANでは、学力テストに加えて、児童生徒の居住地、原住民か否か、母語、保護者の

学歴・職業についてもデータを収集し、NAPLAN 所管機関（「（5）実施体制・方法」に

て後述）の担当者が学力テストの結果と紐づけて分析している。 

1）読解（reading） 

文章の読解力を評価するテストであり、児童生徒は複数のジャンルの読み物が収録された

冊子（Reading Magazine）を読みながら、その内容や解釈に関する所定の問題に解答して

いく。解答形式は、多肢式の設問がほとんどであり、記述式の設問も数問含まれる。具体的

な問題例は、図表 2-20のとおりである。 

 

 

 

                                                   
8 2007年までは、各州・特別地域がそれぞれ独自のカリキュラムに基づき異なる学力調査を実施しており、

全国レベルで統一的に児童生徒の学力水準を把握するツールが存在しなかった。これに対して、オースト

ラリアでは 2007年に全国共通のカリキュラムを導入し、2008年から全国共通の学力調査（NAPLAN）を

実施する運びとなった。 

9 オーストラリアの義務教育は、州・特別地域によって若干の差異はあるが、概ね 6歳から 16歳までの

11年間であり、初等教育が 7～8年間、中等教育が 3～4年間である。 
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図表 2-20  第 9 学年・読解のテスト問題例 

（上段：Reading Magazine、下段：問題・解答用紙） 

 

 

［出所］NAPLAN テスト問題紹介ページ10より 

 

                                                   
10 http://www.nap.edu.au/naplan/the-tests.html（最終閲覧日：2015年 3月 20日） 
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2）作文（writing） 

 文章作成能力を評価するテストであり、児童生徒は作文テーマ（Writing Stimulus）を

提示され、当該テーマについて自身の考えや物語を論述することが求められる。なお、作文

内容・構成等は、「読者を説得する力」「適切な文章構成・段落構成」「文法の正確性」等

の観点に沿って評価される。具体的な問題例は、図表 2-21のとおりである。 

 

図表 2-21  作文のテスト問題例（学年指定なし） 

 

［出所］前掲 

3）言語（language convention） 

基礎的な言語（英語）能力を評価するテストであり、大別して綴り（spelling）と文法・

句読法（grammar and punctuation）に分類される。児童生徒は、誤字訂正や適切な単語

や文章の選択問題が課される。具体的な問題例は、図表 2-22のとおりである。 

 

図表 2-22 第 9 学年・言語のテスト問題例 

 

［出所］前掲 
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4）算数／数学（numeracy） 

 算数・数学的な能力を評価するテストであり、大別して数（number）、代数・関数・パ

ターン（algebra, function and pattern）、測定・確率・データ（measurement, chance and 

data）、空間（space）、数学的思考・活動（working mathematically）の 5分野から設問

が構成される。なお試験は、計算機の使用が認められる問題と、計算機の使用が認められな

い問題に分かれる。具体的な問題例は、図表 2-23のとおりである。 

 

図表 2-23 第 9 学年・算数／数学のテスト問題例 

（上段：計算機使用が認められる問題、下段：計算機使用が認められない問題） 

  

  

［出所］前掲 
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(4) 評価 

 学力テストの結果は、各児童生徒や学校、州、全国レベルで集計されるが、NAPLANで

導入・重視している評価概念が「バンド（Band）」である。バンドとは、児童生徒の能力

水準を示す基準であり、各教科11についてバンド 1（最低水準）からバンド 10（最高水準）

までの 10段階で構成される。各バンドで要求される能力については、具体的な要素があら

かじめ設定されており、学力テストの成績（設問ごとの正答状況）に応じて各児童生徒がど

のバンドに該当するか統計的に算出される。 

10 段階のバンドのうち、評価時に用いるバンドの上限・下限は学年によって異なり、第

3 学年はバンド 1 からバンド 6、第 5 学年はバンド 3～バンド 8、第 7 学年はバンド 4～バ

ンド 9、第 9 学年はバンド 5～バンド 10 である12。このうち、第 3 学年はバンド 2、第 5

学年はバンド 4、第 7学年はバンド 5、第 9学年はバンド 6が、各学年で最低限身につけて

ほしい能力水準（National Minimum Standard：NMS）であり、例えば学校レベルで結果

を集計する際には、どの程度の児童生徒がNMSを上回っているか、という点が一つの評価

軸となる13。（バンド構成のイメージは、図表 2-24参照） 

 

図表 2-24 NAPLAN の対象学年と評価時のバンド構成 

 

［出所］ACARA（2014a）より 

 

 なお、児童生徒へ評価結果がフィードバックされる際には、教科ごとに個人のバンド等だ

けでなく、全国平均や中位 60%の児童生徒の分布等もあわせて提示され、各児童生徒の相

対的な学力水準についても把握できるようにしている。（図表 2-25参照） 

                                                   
11 言語（英語）については、綴りと文法がそれぞれ個別に評価される。 

12 第 3学年でもバンド 7以上の能力を有する人、逆に第 5学年でもバンド 2以下の能力にとどまっている

人などが存在している可能性も考えられるが、現時点では上述のとおりバンドを区切って評価しており、

これをNAPLANに関する課題の一つと考える人も少なくない。（NAPLAN関係者へのインタビューより） 

13 NMSを満たせなかった児童生徒は、補講等の特別な支援を学校から受けることになる。また、NMSを

下回る児童生徒が多い学校に対しては、学校改善に向けて連邦レベルのファンドから追加的な財政支援が

行われる。 
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図表 2-25 児童生徒へのフィードバックフォーマット 

（第 3学年の場合） 

 

［出所］ACARA（2014b）より 

(5) 実施体制・方法 

全国的なカリキュラムの策定や児童生徒の学習能力評価等を担う公的機関である

Australian Curriculum, Assessment and Reporting Authority（以下、ACARA）が、テス

トの開発から調査の実施、結果の分析及び報告に至るまで管理・運営している。テスト開発

に当たっては、ACARAの担当者だけでなく、連邦及び州・特別地域の教育省の担当者や大

学等の研究者とチームを構成し、項目応答理論に基づき検討を重ねる。また、調査の実施段

階では、各州・特別地域が設置する NAPLAN実施担当組織（多くは教育省の一部署）が実

務上の責任を負い、所管している各学校に対するテスト等の配布、各学校における調査実施

の指導・サポート、調査結果の集約及び ACARAへの報告等を実施する。 

なお現在、NAPLANは紙媒体により実施されているが、テストの集計・分析に時間がか

かり、結果を児童生徒や学校へフィードバックするのが調査実施から約半年後となるため、

調査結果を学校での指導等に適時反映させることが難しいとの課題がある。そこでオースト

ラリア政府では、集計・分析を速やかに実施するため、紙媒体から ICT ベースのオンライ

ンテストへ移行することを計画中であり、2013年には試行として 250校で実施した14。 

                                                   
14 ただし、オンラインテストを実施するための環境を全国で整備するためには、非常に大きな初期投資が

必要となるため、必要性は関係者間で認識されつつも、実際に開始できる時期については不明である。

（ACARA・Steve Croft部長へのインタビューより） 

バンド1が第3学年の最低水準であり、
最低限求められる能力（バンド2）に届
いていないレベル

薄い網掛けの中に、全国の第3学年の
受験者のうち60%が分布する

三角形のマークは、全国の平均

黒丸のマークは、
児童生徒本人のレベル

バンド6を超えた位置（上向きの矢印）
に黒丸のマークがある場合、第3学年と

して想定される最高水準を上回る力を
有していることを意味する
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2.2.2 学力調査結果の公表制度 

オーストラリアでは、NAPLANの結果を、インターネット上のサイト「My School」及

び紙媒体の報告書「National Report」にて公表している。このうちNational Reportにお

いては、教科別のNAPLAN の結果（の推移）が、男女別、地域別、保護者の学歴別・職業

別、先住民の該否別等で集計・報告されている15。例えば、図表 2-26は第 3学年の読解に

ついて、「地域×先住民か否か」別に集計した結果を示したものである。 

 

図表 2-26 National Report における結果公表例（第 3 学年・読解の地域×先住民該否別集計） 

 

 

 

  

                                                   
15 National Reportは、ACARAが作成・公表している。ここでは、ACARA（2014c）を例示する。その

他、詳細は以下のページ参照。http://www.nap.edu.au/results-and-reports/national-reports.html 

（最終閲覧日：2015年 3月 20日） 

州・特別地域ごとに、児童
の成績分布（各バンド・得
点に該当する児童の有
無）を示したもの。各地域、
左側が先住民、右側が先
住民以外の成績。

左から、ニューサウス
ウェールズ、ヴィクトリア、
クイーンズランド、西オー
ストラリア、タスマニア、首
都特別地域、北部準州、
全国平均

左軸が得点、
右軸がバンド。

各地域の先住民、先住民
以外それぞれの平均得点
と標準偏差を整理。

各地域の先住民、先住民
以外それぞれについて、
バンド別の構成比を整理。
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 また、図表 2-27は読解の成績について、2008年以降の平均得点を整理したものである。 

 

図表 2-27 National Report における結果公表例（読解の経年変化） 

 

 

 

他方、My School については、インターネット上で学校レベルのデータを誰もが閲覧可

能な形で公表しているものであり、詳細は以下のとおりである。 

(1) 公表主体・媒体 

 My Schoolはインターネット上のサイトであり、ACARAが全学校のデータ（NAPLAN

以外のデータも含む）を集計・分析した結果を公表している。当該サイトで公表されている

データは、アクセス制限が設けられておらず、誰でも自由に閲覧することができる。なお原

則として、ACARA以外の主体がNAPLANのデータを公表することは許されていない。た

だし、NAPLANの結果に関するデータベースの利用を ACARAに申請し、承認された場合

には、当該データを活用して分析結果等を公表できる。（詳細は、「2.2.3 学力調査結果

のデータベース」にて後述） 

 

※My School（http://www.myschool.edu.au/） 

学年ごとの平均得点の経
年変化を示したもの。

学年ごとの平均得点と
NMS以上の成績を修めた

児童生徒割合の経年変化
を示したもの。
最右列は、2008年と2014
年、及び2013年と2014年

を比較して、有意に上昇し
ているか／下降している
か示したもの。（△は有意
に上昇、▽は有意に下降、
■は有意差なし）
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(2) 公表情報の内容 

My School の利用者は、特定の学校を検索して、各学校の基本データ（児童生徒数や教

員数、所在地、社会経済的な環境等）、財務状況、NAPLANの結果（グラフ、得点、バン

ドの分布状況、経年変化、類似学校との比較）、近隣の学校情報等を閲覧できる。主要なサ

イト画面は、以下のとおりである。なお、NAPLANの得点は、毎回、教科ごとに児童生徒

の正答状況を踏まえて、概ね 0点から 1000点の間に収まるよう統計的に算出されるが、例

えば正答数が 0 だった場合など、他の児童生徒の正答状況によっては、マイナスの値をと

ることもあり得る。また、当該得点とバンドとの関係性（何点がどのバンドに該当するか）

については、ACARA が比較表を整理し、インターネット上のページにて公表している16。 

1）トップページ 

トップページでは、My School に関する概説と ACARA からのメッセージ、My School

を紹介する動画に加えて、右上のボックスに学校名や学校の所在地等を入力することで、詳

細情報を閲覧したい学校を検索・選択することができる。（図表 2-28参照） 

 

図表 2-28 My School トップページ 

 

                                                   
16 http://www.nap.edu.au/results-and-reports/how-to-interpret/score-equivalence-tables.html 

（最終閲覧日：2015年 3月 20日） 
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2）基本情報のページ 

閲覧したい学校を選択すると、まず基本情報のページが表示される（図表 2-29 参照）。

ここでは、学校の沿革や特徴、就学者数、教職員数、財務情報、関連リンク等の紹介に加え、

NAPLANの結果を評価する上で参考となる情報として、「コミュニティ社会教育的アドバ

ンテージ指数（Index of Community Socio-Educational Advantage：ICSEA）」が示され

る。ICSEA は、児童生徒の学力に影響を与え得る要因（保護者の職業や学歴、学校所在地

の地理的条件、先住民児童生徒の割合 等）に関する学校ごとのデータに基づき、各学校が

どの程度有利な環境にあるかを定量的に示した指数である。全国の平均値を 1000、標準偏

差を 100 に設定し、数値が大きいほど有利な環境にあると解釈される（当該校の児童生徒

の学力が高いことが予測される）17。 

ACARA では、NAPLAN の結果を評価する際、この ICSEA を考慮することの必要性を

訴えており、後述するように、My Schoolにおいては ICSEAが同水準の学校間で NAPLAN

の結果を比較するページも提供している。なお、児童生徒数が 5 名以下、あるいはデータ

が不足している場合、対象校からの要望がない限り ICSEAは公表しない。 

 

図表 2-29 基本情報のページ 

（ここでは、ランダムに抽出したMelbourne Grammar Schoolの例。以下同様） 

 

  
                                                   

17 ICSEAの詳細な計算方法は、ACARA（2013c）参照。 

学校の沿革や特徴
について概説

学校名

データを参照したい
年を選択するタブ

基礎情報（設置者、
年限、就学者数等）

教職員情報

財務情報

関連リンク

校舎情報

対象校のICSEA

全国のICSEA平均値
（1000になるよう調
整されている）

全国の児童生徒を
社会経済的背景の
水準に応じて4等分

した場合、各分位に
該当する児童生徒
の割合（上段は対象
校、下段は全国）

在籍している児童生
徒の情報（男女別就
学者数、先住民割合、
英語以外の言語を
母語とする割合等）

職業教育・訓練を実
施している場合、就
学者数

卒業者数、卒業後の
進路等
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3）財務状況のページ 

 財務状況のページでは、財源別の収入や資本支出（単年及び 3 ヶ年）に関する統計デー

タ（数値及び割合グラフ）が整理されている。（図表 2-30参照） 

 

図表 2-30 財務状況のページ 

 

 

  

財源別（連邦政府、
州・特別地区政府、
授業料・寄付等）
の収入

児童生徒一人
当たりの収入
（財源別）

財源別（連邦政府、
州・特別地区政府、
事業関連等）の資
本支出

３ヶ年の資本
支出合計

収入の財源別割合 資本支出の財源別
割合

資本支出の財源別
割合（３ヶ年合計）
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4）NAPLAN 結果（グラフ表示）のページ 

NAPLANの結果は、グラフや数値等の形式で公表されているが、まず示されるのがグラ

フ形式である。ここでは、結果を表示したい学年、教科、比較群（全国平均、あるいは社会

経済的な環境が類似している学校の平均）、結果の種類（バンド、得点）を選択すると、対

象校及び比較群の結果が図示され、当該グラフの読み取り方に関する解説もあわせて表示さ

れる。（図表 2-31参照） 

 

図表 2-31 NAPLAN 結果（グラフ表示）のページ 

 

 

 

  

データを参照した
い学年を選択

データを参照した
い教科を選択

データを参照した
い対象（対象校、
社会経済的環境
が類似している学
校、全国）を選択

表示する
データの
種類を選
択（バンド、
得点）

グラフの
色合いを
選択

対象校に在籍し
ている児童生徒
のうち、受験者、
欠席者等の割合

（最下段は全国の
児童生徒のうち
受験者の割合）

全国平均

バンド

試験年

対象校の
平均

信頼度
90%の
信頼区間
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5）NAPLAN 結果（数値表示）のページ 

NAPLAN結果の数値表示ページでは、学年×教科のマトリクス形式で、対象校、社会経

済的な環境が類似している学校、全国の平均得点が整理されている。（図表 2-32参照） 

 

図表 2-32 NAPLAN 結果（数値表示）のページ 

 

 

 

  

データを参照したい
年を選択するタブ

グラフの色合いを選択

対象学年

対象教科

図表の読み取り
方の解説

対象校の
平均得点

信頼度
90%の
信頼区間

社会経済
的環境が
類似して
いる学校
の平均得
点及び信
頼区間

全国の
平均得点
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6）NAPLAN 結果（バンド表示）のページ 

NAPLAN結果のバンド表示ページでは、教科ごとに、各バンドに該当する児童生徒の割

合が、対象校、社会経済的な環境が類似している学校、全国それぞれについて整理されてい

る。（図表 2-31参照） 

 

図表 2-33 NAPLAN 結果（バンド表示）のページ 

 

 

 

  

データを参照
したい年を選
択するタブ

データを参照
したい教科を
選択

図表の読み取り
方の解説

対象学年

バンド

対象校で各
バンドに該当
する児童生
徒割合

社会経済的
環境が類似
している学校
で各バンドに
該当する児
童生徒割合

全国の学校
で各バンドに
該当する児
童生徒割合

対象校及び全国の学校における受験者や欠席者等の割合
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7）NAPLAN 結果（経年変化）のページ 

NAPLAN結果の経年変化ページでは、特定の年齢層の学力水準が経年でどのように変化

しているか整理されており、例えば 2011 年に第 3 学年だった児童が、2013 年に第 5 学年

としてどの程度の学力を備えているか確認することができる。ここでは、対象校に加えて、

社会経済的な環境が類似している学校、初期値（上記の例でいえば 2011年・第 3学年の成

績）が同水準の学校、全国それぞれの変化を比較可能な形で表示することができる。（図表 

2-34参照） 

 

図表 2-34 NAPLAN 結果（経年変化）のページ 

 

 

 

  

図表の読み取り方の解説

データを参照し
たい教科を選択

データを参照し
たい学年を選択

データを参照し
たい年度を選択

表示する
データの
種類を選
択（バンド、
得点）

データを参照し
たい対象（対象
校、社会経済的
環境が類似して
いる学校、初期
値が同水準の学
校、全国）を選択

全国平均

対象校の
平均

信頼度
90%の
信頼区間

社会経済
的環境が
類似して
いる学校
の平均と
信頼度
90%の信
頼区間

初期値が
同水準の
学校の平
均
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8）NAPLAN 結果（類似学校との比較）のページ 

NAPLAN 結果の類似学校比較ページでは、対象校と社会経済的な環境が類似している

（ICSEA が近似している）学校を 60 校程度抽出し、各校を教科ごとの平均得点に基づき

プロットした図表を表示している。あわせて本ページでは、全国の得点分布と、社会経済的

な環境が類似している学校の得点レンジを示した図表も閲覧することができる。（図表 

2-35参照） 

 

図表 2-35 NAPLAN 結果（類似学校との比較）のページ 

（上段：類似学校のプロット、下段：全国の得点分布と類似学校の得点レンジ） 

 

 

図表の読み取り方の解説

データを参照
したい年を選
択するタブ

データを参照
したい学年、
教科を選択

平均得点

該当学校数

特定の○に
カーソルをあ
わせると、当
該校の名称
と平均得点・
信頼区間が
表示される

○一つ一
つが特定
の学校を
示し、平均
得点５ポイ
ントごとに、
該当する
学校を積
み上げる
（同じ平均
得点レンジ
の中では、
より得点が
高い学校
を上方に配
置）

全学校の
得点分布

社会経済的環境が類似している
学校の得点レンジ

対象校の
平均得点
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9）近隣学校情報のページ 

近隣学校情報のページでは、NAPLANの結果には特に触れず、対象校と地理的に近い学

校（80キロメートル以内にある最大 20校）をリスト化するとともに、マッピングして紹介

している。（紹介されている学校に関心がある閲覧者は、ワンクリックで当該校のページへ

遷移することができる）（図表 2-36参照） 

 

図表 2-36 近隣学校情報のページ 

 

 

 

  

ピン一つ一つが
特定の学校を示
し（色によって学
校種を区別）、特
定のピンにカー
ソルをあわせる
と、当該校の名
称と、対象校か
らの距離が表示
される

近隣学校のリスト



38 

 

(3) 公表に関する規則等 

 NAPLANの結果をはじめとして、学校レベルの各種データを公表するに当たって、オー

ストラリアにおいては、学校教育の改善や透明性の確保という目的を達成し、好ましくない

利用（成績に応じて学校のランキングを作成・公表する等）が極力発生しないよう、以下の

ような指針（Principle）と規約（Protocol）を定めている。（指針は図表 2-37、規約は図

表 2-38参照） 

 

図表 2-37 結果公表に関する指針（Principle） 

 

Principle 1 広く公共の利益に結び付かなければならない。 

Principle 2 
学校の成果については、妥当性や信頼性が適切に担保されたデータに基づ

き公表されなければならない。 

Principle 3 
情報が適切に解釈されるよう、（特定の情報だけでなく、その適切な解釈

に資する）必要な情報を網羅しなければならない。 

Principle 4 

地域社会の知る権利（様々な人が学校情報を入手する機会）を重視すると

同時に、情報が誤って解釈されたり利用されたりすることのないよう配慮

しなければならない。 

Principle 5 

学校は、児童生徒の成績に対して一義的に説明責任を負っているところ、

自校の児童生徒の成績に関して、信頼性が担保された質の高いデータにア

クセスすることが必要である。 

Principle 6 

保護者や家族は、子供の教育や学校組織について、より適切な判断・選択

をして関与していくために、子供の成績や学校に関する諸情報にアクセス

することが必要である。 

Principle 7 

地域社会は、当該地域の学校による教育成果をその背景要因とあわせて理

解し、政府による意思決定を適切に評価するための諸情報にアクセスする

ことが必要である。 

Principle 8 

政府と教育関係機関は、児童生徒や学校をサポートするため、各学校の教

育成果に関して豊富な情報にアクセスすることが必要である。また政府等

は、これらの情報を活用・公表することによるインパクトについて適切に

評価することが求められる。 

［出所］ACARA（2009）より 
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図表 2-38 結果公表に関する規約（Protocol） 

 

 国が定めた方針に沿って適切に公表しなければならない。 

 児童生徒個人が特定されるような形で公表してはならない。 

 各学校の教育成果を、社会経済的な環境等の背景要因を捨象した形で比較・公表し

てはならない。 

 年次報告書では、データの信頼性や妥当性が担保され、教育成果の背景要因につい

ても適切に情報提供できる場合に限り、各学校レベルの情報を公表する。 

 学校間比較等を行う場合は、その分析方法について、留意点を含めて分かりやすく

明示しなければならない。 

 公表されるデータは、全国共通の基準に従い比較可能な形で収集・集計されなけれ

ばならない。また、正確な解釈を担保するため、データの誤差や解釈上の留意点、

注記、凡例等についてもあわせて明示しなければならない。 

 児童生徒のバックグラウンドに関するデータについて、国が定めた定義がある場合

には、その基準に沿って収集・処理し、公表しなければならない。 

 時系列による変化を公表する際には、統計上の制約（単純に複数時点のデータを比

較できないこと等）を明示しなければならない。 

 データは、複雑な統計知識がなくとも十分に理解できるよう公表しなければならな

い。 

 国内外における類似のデータ公表がなされている場合には、読み手の理解を促進す

るため、それらをあわせて公表しなければならない。 

 各学校の教育成果に関するデータが公表される前に、当該校がその内容を確認でき

るようにしなければならない。 

 データ公表に関する権限・責任を有する組織は、データを適切に管理・蓄積すると

ともに、当該データへのアクセスに関する規則を策定しなければならない。また、

当該データとそれに付随する技術的な情報については、検証可能な形で整理しなけ

ればならない。 

 各種情報を公表する前に、その内容・方法について行政等に開示しなければならな

い。 

［出所］ACARA（2009）より 
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(4) その他（効果、課題） 

 NAPLAN関係者（ACARA担当者、ニューサウスウェールズ州教育省担当者、メルボル

ン大学研究者、教育研究所研究者）へのインタビューによると、My School を通じた結果

公表による主要な効果と課題としては、図表 2-39のような点が挙げられる。 

 

図表 2-39 My School による結果公表の主要な効果・課題 

分類 インタビュー対象者による評価 

効果 

 学校レベルの教育成果が、社会経済的な環境とあわせて示されることに

より、学力テストの点数だけでなく複合的な観点から、各学校の状況に

ついて多くの人が把握できるようになった。（透明性が高まり説明責任

が果たされている） 

 良い結果が示された学校においては、学校長や教員、さらには児童生徒

のモチベーションがさらに高まっている。 

課題 

 NAPLAN で公表されている学校レベルのデータを加工し、単純な学校

ランキングを作成してしまう動きが見られる。 

 NAPLAN の結果として学力水準が低いことが明らかになった学校に対

しては、改善のために連邦レベルの財源から追加的な財政支援がなされ

るが、それらの措置を通じて教育体制等を再構築するのを待たずに、保

護者がMy Schoolにより現時点でのレベルを判断し、結果として他校に

子供を通わせるような現象が見られる。（この点については、保護者に

対する説明責任と自由な選択（及びそれに伴う学校間競争）を是とする

立場から見れば、効果の一つとして整理することもできる） 

 保護者に対する情報公開という観点から見ると、「類似学校との比較」

に関するページで提示される学校は、地域性を無視した形で選択されて

いる（例えばニューサウスウェールズ州に所在する学校に関するページ

で、社会経済的な環境が似ていると、西オーストラリア州に所在する学

校であっても、「類似学校との比較」に関するページで紹介される）た

め、必ずしも学校選択の参考にならない。 

 悪い結果が示された学校においては、教員や児童生徒のモチベーション

が低下するほか、周囲からの評判が落ち込むケースも見られる。 

 公表方法が工夫されてはいるが、結局は統計データ等に慣れ親しんでい

る人しか内容を理解するのが難しく、説明責任を果たすという観点から

は、十分な機能を果たせていない。 
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2.2.3 学力調査結果のデータベース 

オーストラリアでは、NAPLANのデータをACARAが集約してデータベース化している。

当該データベースの詳細は、以下のとおりである。 

 

(1) 構築管理主体・方法 

データベースの管理・運用を担っているのは ACARA である。My School において公表

している情報以外のデータ及び NAPLAN以外のデータも含めて、各州・特別地域の教育省

を通じて集約されたデータや ACARA が独自に収集したデータを整備し、データベース化

している。 

 

(2) データの内容 

データベースにおいて管理している主要なデータは、図表 2-40のとおりである。 

 

図表 2-40 データベースにおける主要なデータ内容 

データ単位 主なデータの種類 

児童生徒  NAPLANのテスト成績 

 所属している学校 

 出身地（国）、居住地 

 性別、年齢、学年 

 先住民か否か 

 保護者の学歴・職業 

学校  学校リスト・基本情報（児童生徒数、教員数、所在地、先住民族の児童

生徒割合等） 

 NAPLANの結果（単年度の成績、経年変化、類似学校の成績等） 

 財務情報（収入、支出等） 

 進学等の実績、進路先 

 職業教育・訓練の実施状況 

国  My Schoolで公表している NAPLANの結果 

 学事暦 

 児童生徒数 

［出所］ACARA（2013b）より 
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(3) アクセス権限 

 原則として、データベースへのアクセスは ACARA が管理しており、第三者がデータ利

用を希望する場合には ACARA へ申請し、承認されればデータを利用することができる18。

具体的なプロセスは図表 2-41 のとおりであり、まず利用希望者が所定の申請書に基づき

ACARAへ利用申請を行い（場合によっては ACARA からのアドバイスを踏まえて再申請を

行い）、それを ACARA があらかじめ定められた観点に基づき審査した上で、承認されれ

ば利用可、否認されれば利用不可となる（場合によっては、申請内容を修正後、再申請・再

審査を実施することもある）。 

 

図表 2-41 第三者によるデータアクセスのためのプロセス 

 
［出所］ACARA（2013a）より 

 

 なお、データ利用申請書のフォーマット及び ACARA による認可審査時の主要な検討ポ

イントは、図表 2-42及び図表 2-43のとおりである。 

 

  

                                                   
18 ただし、誰でも申請できるわけではなく、オーストラリア連邦政府・各州・特別地域の職員、オースト

ラリアの大学及び専門学校の研究者、オーストラリアの大学院生、その他 ACARAが認めた研究・行政機

関の職員等に限られる。2013年の実績としては、約 100人がデータを利用した。（ACARA・Van Daoシ

ニアプログラムオフィサーへのインタビューより） 

データ利用希望者が、所定の申請書によりACARAへ申請

申請書の記載要件を満たしていない場合は、再申請するよう
ACARAからアドバイスを受ける

申請要件を満たしている場合、ACARAから申請者へ確認メールを
送付

データ提供

審査

利用申請

Step3

Step2

Step1

 ACARAにおいて申請内容を審査

承認された場合、その旨を覚書及び証書と共に申請者へメール送付

否認された場合、その旨を申請者へメール送付

保留となった場合、追加提出や修正すべき事項を申請者へ通知し、
申請者による再申請等を経て再審査（その後のプロセスは同上）

利用者は、覚書及び証書にサインをしてACARAへ返送

 ACARAが申請のあったデータセットを用意して提供
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図表 2-42 データ利用申請書（Data request application）フォーマット 

 
［出所］ACARAホームページ19より 

 

※上記申請書で記載する主な項目 

 申請者の概要（所属組織名、氏名、役職、住所、電話番号、メールアドレス） 

 研究チームの概要（データを利用する人の氏名・役職） 

 使用したいデータ項目 

 データ使用目的の研究・プロジェクトにおいて、ほかに利用するデータソース 

 データ使用目的（研究、分析、その他） 

 申請対象データを使用した研究・プロジェクトが児童生徒や学校、コミュニティに

もたらす便益 

 研究・プロジェクトの予定スケジュール 

 成果物の形態、出版等の予定、主な想定読者 

 研究のリサーチクエスチョンと方法 

 所属機関における倫理審査結果 

 具体的な研究計画書 

 

 

 

                                                   
19 http://www.acara.edu.au/verve/_resources/Data_Request_Application_Final14042014.docx 

（最終閲覧日：2015年 3月 20日） 
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図表 2-43 データ利用申請の承認・否認に関わる主要なポイント 

 データ利用に係る諸規則を十分に踏まえた内容となっているか 

 データ利用を通じて得られるアウトカム（研究成果）が、児童生徒、学校、地域社会

にとって有益か 

 児童生徒個人が特定される計画になっていないか（特定される場合、利用不可） 

 データ利用者が、所属組織の倫理規定に基づき承認を得られているか（倫理規定を満

たしていない場合、利用不可） 

 過去の NAPLAN についてのデータ利用申請ではないか（過去のデータは利用不可） 

 利用対象のデータが広範囲にわたり過ぎていないか（範囲が広すぎる場合は利用不

可） 

［出所］ACARA（2014d）より 

(4) 利用に係る規則等 

 申請してデータ利用が認められた場合、図表 2-44のような点を順守すべく、ACARAと

利用者との間で覚書等が交わされる。 

 

図表 2-44 データ利用に係る主要な留意事項 

 個人や学校が特定される形で分析結果を公表しない 

 単純な学校ランキング等を作成・公表しない 

 提供されたデータを複製したり、毀損したり、他者に利用させたりしない 

 分析結果は、児童生徒や学校、地域社会にとって有益な形で公表・活用する 

［出所］ACARA・Van Dao シニアプロジェクトオフィサーへのインタビューより 

 

＜参考＞ 

データ利用に関する全般的な情報については、以下のページより参照することができる。 

・ACARA Data Access Program Guildelines  

（http://www.acara.edu.au/verve/_resources/Data+Access+Program+Guidelines+2013.pdf） 

・Data Access Protocols 

（http://www.acara.edu.au/verve/_resources/D12_1573__ACARA_Data_Access_Protocols_2012.pdf） 
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2.3  アメリカ 

2.3.1 学力調査の概要 

アメリカでは、全国的な学力調査として、The National Assessment of Educationnal 

Progress（以下、NAEP）を実施している。NAEPの詳細は、以下のとおりである。 

(1) 目的 

生徒の知識や能力を把握することを目的に、全国規模で定期的に行われる唯一の学力テス

トである。統一された設問及び運営方法により、各州では独自に行われる学力テスト結果か

らでは把握できない州間比較を行うことも目的としている。あくまでアメリカの生徒の全体

としての教育達成度を測定することを目的としている。 

なお、NAEPは、教育改革の効果やそのときどきの教育問題に焦点を当てる主調査(Main 

NAEP)と、同じ問題を用いて長期的な学力変化を追跡する動向調査(Long-term Trend 

Assessments)の 2種類がある20。 

(2) 対象者・頻度 

主調査の対象は、第 4 学年（9～10 歳）、第 8 学年（13～14 歳）、第 12 学年（17～18

歳）から標本抽出で決定され、毎年実施される。動向調査の対象は、9歳、13歳、17歳か

ら標本抽出で決定され、4年ごとに実施される。抽出される児童・生徒数は年により異なる

が、主調査（数学又は読解）（2013年）において約 80万名、動向調査（2012年）におい

て約 5万名となっている21。 

(3) 内容・教科 

主調査は、読解、作文、数学、科学、合衆国史、世界史、公民、地理、経済、芸術など、

計 12教科が対象であり22、この中から 1～3教科が選ばれて調査が実施される。 

動向調査は、英語読解、数学の 2 教科を対象とする。動向調査は、長期的な学力変化の

追跡を目的とするため、同じ問題を用いて行われる23。 

設問は、多肢選択式、作業式24、記述式があるが、ほとんどは多肢選択式で、5肢前後の

質問形式が多い。各調査では、テストのほかに、質問紙調査として、生徒調査、教員調査、

学校調査、障害を持つ生徒や英語が熟達していない生徒に関する教員調査が行われる。 

テスト問題は、Sample Questions Booklets としてホームページで公開されている25,26。 

                                                   

20 このほか特別調査として、高校生の履修履歴等に関する高校成績証明書調査（High School Transcript 

Study）やアメリカインディアンやアラスカ原住民の学習状況に関する全米インディアン調査（National 

Indian Education Study）等が行われている(ies, 2010） 

21 http://www.nationsreportcard.gov/faq.aspx （最終閲覧日：2015年 3月 20日） 

22 学年により教科が異なるものもある。なお、世界史は 2018年より実施予定である(ies, 2010） 
23 1970年代初頭のデータと比較が可能である(ies, 2010） 

24 例えば、ライティングでは、与えられたトピックに対する作文等を行う（村木、2005） 
25 http://nces.ed.gov/nationsreportcard/about/booklets.aspx （最終閲覧日：2015年 3月 20日） 
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具体的なテスト内容のイメージは、以下のとおりである。 

 

図表 2-45 8 年生・数学の問題例 

 

［出所］NCESホームページ27より 

(4) 評価 

標本抽出は、マトリクス標本抽出法28により行われる。そのため、生徒によって解答する

問題冊子は異なる。評価は、項目応答理論に基づく実施される。 

多くのテストは紙に鉛筆で解答するものだが、コンピューターによるテストの導入に向け、

8年生と 12年生の作文で実施が進められ、2017年には数学と読解と作文において、タブレ

ットを用いたテストが計画されている。 

(5) 実施体制・方法 

アメリカでは日本の学習指導要領のように統一されたカリキュラムが存在しないため、全

米を対象としたテストの実施にあたっては、新たに枠組みを作る必要がある。この枠組みは、

全国調査統括委員会(National Assessment Governing Board:NAGB)によって行われる。

NAGB は、教育長官に任命された州知事、州議会議員、学校関係者、産業界関係者や一般

市民計 26名から構成される。29 

                                                                                                                                                     
26 設問の 1/3が公開され、残り 2/3は非公開である(荒井, 2008) 

27 http://nces.ed.gov/nationsreportcard/bgquest.aspx （最終閲覧日：2015年 3月 20日） 
28 抽出調査を行う際に、児童生徒を母集団から偏りのないように抽出すると同時に、項目についても調査

すべき学習領域すべてにわたって偏りなく出題するための手法。 

29 ies（2010） 
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この枠組みは、教科の専門家、学校管理職、政策担当者、教員、保護者等からの意見を反

映させ策定される。枠組みには、問題の種類や、それらがどのように設計され、得点化され

るかが記述される。 

問題はこの枠組みに沿って、多くの工程を経て、様々な立場からの意見を踏まえて作成さ

れ、その後、試行テスト経て、本調査となる。試行テストでは、DIF分析(Differential Item 

Functioning Analysis)を行い、各種のサブグループ（人種や性別等）の違いによって、有

利不利が発生する項目がないのかどうかの分析も含まれる。参考までに、主調査における問

題作成手順を図表 2-46に示す。 

なお、教育に関する統計データの収集、照合、分析、報告等に関する権限は、全国教育統

計センター(National Center for Education Statistics:NCES)が有している。 

また、NAEP の問題作成から運営までの一連の業務は、教育省から民間企業である

ETS(Educational Testing Service)に委託して実施されている。この委託業務には、データ

クリーニング、集計、分析も含まれる。 

 

図表 2-46 主調査における問題作成手順 

 ETS のテスト開発の専門家と様々な教科の専門家が設問を作成し、枠組みの設計

に沿って分類する。 

 教科領域のテスト開発の経験を積んだスタッフが内容の面から設問を審査し、適宜

修正する。 

 テスト開発システムに分類情報とともに設問が蓄えられる。 

 テスト開発担当者が設計に沿って設問をブロックに集めていく。 

 専門家が、不適切用語、編集上の観点から各ブロックを審査する。 

 設問を個人レベルで試行し、生徒がどの程度理解できるか、ワーディングや形式の

面からさらに修正すべき点はないか、といった点について審査する。 

 問題開発委員会(Instrument Development Committees:IDC)が召集され、問題や

ブロックが枠組みの設計に合うかどうか、正確に分類されているかどうかを個別に

確認する。 

 内容と測定に関する外部の専門家グループが問題の分割について個別に確認する。 

 州による測定(state assessment)プログラムのために、NAEP Networkが測定に含

まれるすべての問題、ブロック、質問紙を審査する。 

 委員会、NAEP Network、内容や測定の専門家の審査に基づき、テスト開発者が

開発バージョンの問題を更新する。 

 全国教育統計センター(National Center for Education Statistics:NCES)、全国調

査統括委員会(National Assessment Governing Board:NAGB)、管理予算局(Office 

of Management and Budget:OMB)、データ収集に関する政府の政策に合致してい

るかどうかを検討する情報コンプライアンス管理部門(Information Management 

Compliance Division:IMCD)が試行テストに使われる質問紙や設問を審査して、改

訂された試行テスト用バージョンが政府の許可を得られるようにする。 

 試行テストの許可番号を得る。 

 試行用のテスト冊子、質問紙が印刷され、その他の測定用の道具が作成される。 

 ブロックから各設問がテスト開発システムに蓄積される。 
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図表 2-46 主調査における問題作成手順（続き） 

 試行テストを実施。 

 試行テストを採点、分析する。 

 測定の趣旨に合う設問を選ぶ。 

 教科の専門家が測定に選ばれたブロックを審査する。 

 IDCが召集され、設問やブロックを独立に審査して分類コードを確認する。 

 NCES、NAGB、OMB、IMCD が質問紙と設問を審査し、試行テスト用の改訂版

が政府の許可を得られるようにする。 

 写真製版用のブロックを印刷版に校正し、正式に承認する。 

 その他の測定用の道具の最終バージョンについて、作成を正式に承認する。 

 測定用の小冊子と質問紙を準備し、承認して印刷する。 

 ブロックから各設問がテスト開発システムに蓄積される。 

 本番の測定の実施。 

［出所］村木(2005)より 

2.3.2 学力調査結果の公表制度 

(1) 公表主体・媒体 

アメリカでは、NAEPの結果をインターネット上のサイト「NAEP Data Explorer」にて

公表している。また、複数種の報告書としても公表している。 

これらは、教育省に所属するNCESにより運営されている。 

(2) 公表情報の内容 

1）NAEP Data Explorer(NDE) 

NDEでは、NAEPのデータを公表しており、利用者は科目、学年別にデータを閲覧する

ことができる。また、生徒、教員、学校から収集したデータに基づき、性別、人種、学校設

置者（公立／私立）、教員の経験等、多数の指標から学力データを確認することができる。

さらに、これらのデータを使い、統計表やグラフの作成や、地図上への表示を行うことがで

きる。 

① トップページ 

NDEのトップページでは、NDEの紹介と詳細を確認したいNAEPメニューが表示され

ている。NDE の紹介では、NDE の画面遷移を交えた動画のチュートリアル映像を見るこ

とができる。また、確認したい NAEP を選ぶと、自動的にデータ利用の同意書が表示され

る。（記載内容については、後述） 
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図表 2-47 NDE トップページ 

 

［出所］NDEホームページ30より 

② データ分析（以下は主調査の例） 

データ利用の同意画面で同意を選択すると、教科と学年の選択画面が表示される。 

 

                                                   

30 http://nces.ed.gov/nationsreportcard/naepdata/# （最終閲覧日：2015年 3月 20日） 

NDEの紹介へのリンク
（含、動画のチュートリアル）

閲覧したいNAEPのメニュー

■MAIN NDE：主調査のデータ閲覧

■LTT NDE：動向調査のデータ閲覧

■HSTS NDE：高校成績証明書調査
のデータ閲覧

■NIES NDE：全米インディアン調査
のデータ閲覧

いずれかをクリックすると
データ利用の同意書が表示される

同意したもののみ先に進む
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図表 2-48 主調査選択画面① 

 

［出所］NDE ホームページ31より 

 

 その後、選択した教科における分野、閲覧したいデータの年次、地域を選択する。 

 用語の定義は各用語に付している“detail”を選択すると表示される。 

 

                                                   

31 http://nces.ed.gov/nationsreportcard/naepdata/# （最終閲覧日：2015年 3月 20日） 

教科を選択 学年を選択
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図表 2-49 主調査選択画面② 

 

［出所］NDEのページ32より 

 

 その後、具体的な指標を選択すると、結果が表示される。指標は細分化されており、一

般、生徒関連、指導関連、教員関連、学校関連、コミュニティ関連、学校外関連、行政関連

のカテゴリーに分けられ、さらにその下位にサブカテゴリーが設定され、その下位に指標が

整理されている。指標は、NAEPの質問紙調査の項目も含めて多岐にわたり示される。 

 結果は、表形式、グラフ形式で表示ができる。また、有意検定、地域間比較、回帰分析

も行うことができる。 

 最後に“Export Report”を選択すると、ファイルとしてダウンロードできる。ファイ

ル形式は、HTML、エクセル、ワード、PDFから選択することができる。 

                                                   

32 http://nces.ed.gov/nationsreportcard/naepdata/dataset.aspx （最終閲覧日：2015年 3月 20日） 

選択した教科の中での分野を選択
（例. 数学：幾何学、代数学等）

閲覧したい年次を選択

地域を選択（全国の場合は、公立／私立） “details”を選択すると用語の定義を表示

全
国
／
州
／
管
轄
区
な
ど
地
域
レ
ベ
ル
を
選
択

欠
損
デ
ー
タ
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図表 2-50 調査選択画面③ 

 

［出所］NDEのページ33より 

図表 2-51 結果表示画面 

 

［出所］NDEのページ34より 

                                                   

33 http://nces.ed.gov/nationsreportcard/naepdata/variables.aspx （最終閲覧日：2015年 3月 20日） 

34 http://nces.ed.gov/nationsreportcard/naepdata/report.aspx （最終閲覧日：2015年 3月 20日） 

指標を選択

指標のカテゴリー
を選択

・生徒関連
・指導関連
・教員関連
・学校関連
・コミュニティ関連
・学校外関連
・行政関連

表の説明：8年生の数学（幾何学分野）のNAEP平均値の性別、時系列(2009,2011,2013)

年次 地域 平均値 標準誤差

チャート（グラフ）表示 有意検定 回帰分析地域間比較
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③ サンプル問題 

トップページ上段の「Sample Question」を選択すると、NAEP のサンプル設問を確認

できる。以下のページから、実際に問題を確認する、コンピューターベースの調査を体験し

てみる、実際に問題を解いてみるといったことができる。また、NAEP の点数帯と問題と

の対応が示されるページもあり、ここからある一定の点数をとるためには、どの程度の問題

が解けなければいけないかの目安をつかむことができる。 

 

図表 2-52 サンプル問題のトップ画面 

 

［出所］NDEのページ35より 

④ 州間比較 

トップページ上段の「State Comparison」を選択すると、NAEPの結果を州間で比較す

ることができる。選択画面で、閲覧したい学年、教科、生徒グループ、対象年次等を選択す

ると、結果が表形式で示される。この画面で、地図のアイコンを選択すると地図が表示され、

選択した州を基準に、他の州の NAEPの結果の高低が示される。 

 

  

                                                   

35 http://nces.ed.gov/nationsreportcard/itmrlsx/ （最終閲覧日：2015年 3月 20日） 

テスト問題を
確認

コンピュー
ターベースの
調査を体験

実際にテスト
を体験

NAEPの点数

と問題の関係
を提示
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図表 2-53 州間比較の選択画面 

 

［出所］前掲 

 

図表 2-54 州間比較の結果画面 

 

［出所］前掲 

  

学年 教科 生徒グループ（性別、人種等）

対象年次 オプション
・小数点桁数設定
・標準誤差表示
・信頼区間表示

州名 生徒グループ

NAEP点数 標準誤差

地図表示
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図表 2-55 州間比較の結果画面（地図表示） 

 

［出所］前掲 

 

2）報告書 

上述のようなホームページでの公表に加え、これらの膨大な統計資料を対象者別に分かり

やすく整理した報告書も公表されている。報告書には次の種類がある。 

① NAEP Report Card 

全国あるいは州の政策立案者などを対象とする報告書。性別、人種別または民族別、保護

者の学歴別統計などを見ることができる。 

② Highlights Reports 

保護者、教師、委員、関係者などから寄せられる多くの質問とそれに対する非専門的回答

集(FAQ)。 

③ Instructional Reports 

教育や授業に役立つと思われる教師や教材開発者向け資料。 

④ State Reports 

参加した州の学校や教育行政官向けの当該州についての統計資料。 

カリフォルニア州を基準
とした表示の例

テキサス州をポイントするとカリフォルニア州
とのNAEP平均値の比較が表示される

基準とした州に比べた
高低に関する凡例
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⑤ Cross-State Data Compendia 

州間の相互比較を可能にする要約統計情報。 

⑥ Trends Reports  

数学、科学、読解、作文について児童生徒の達成度の長期にわたる変化と傾向パターンの

要約。 

⑦ Focused Reports 

より広い教育的意味を探索した報告書で、教育者、政策立案者、心理測定研究者、あるい

は関心を持つ市民のためのもの。 

⑧ Summary Data Tables  

児童生徒、教師、校長などから得られた背景情報と成績の関連分析情報の要約表 

⑨ Technical Reports 

全国及び州別調査の計画からデータ収集にいたるまでの手続きに関する詳細な専門家向

け技術報告。 

(3) 公表に関する規則等 

公開されるデータの集計単位が 5 校以下となる場合は、標準誤差の不確かさを排除する

こと、及び回答者の特定を避けるために公開対象から除外することとしている。また、統計

的な確からしさを担保するため、一定数（生徒数 62名）以下の集計単位となる場合も公開

対象から除外している。 

(4) その他（効果、課題） 

NAEP関係者（NCES担当者、ETS担当者）へのインタビューによると、NAEPの結果

公表による主要な効果と課題としては、以下のような点が挙げられる。 
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図表 2-56 Performance Table による結果公表の主要な効果・課題 

分類 インタビュー対象者による評価 

効果 

 多種多様なデータやサンプル問題等を公開し、十分な情報公開を実現している。 

 様々な種類の報告書を通じ、学力とその経年の傾向、及びそれに影響を与える背

景情報等を関係者にメッセージとして伝えられている。 

 直接的に政策に影響を与えることは考えていないため、これらの情報公開で十分

な状況にあると認識している。 

課題 

 NDEでは多岐に渡る変数を利用者が設定し、変数と NAEPスコアの関係を確認

することができるが、変数が多いこと、及びアウトプットまでの工程が複雑であ

ることなどから、専門家ではない利用者にとって十分な利便性が確保されていな

い可能性がある。 

 データベース（ローデータ）の利用について、申請の承認時点でルールを課して

いるが（後述）、利用者の PCのセキュリティまでは保証できない。 

 

2.3.3 学力調査結果のデータベース 

(1) 構築管理主体・方法 

構築管理主体は NCESとなる。なお、前述のとおり NAEPの問題作成から運営までの一

連の業務は、教育省から民間企業である ETS(Educational Testing Service)に委託して実施

されている。委託先事業者は 5年毎に教育省により選定される。 

(2) データの内容 

前述の公表情報（Public-Use Data）のほか、申請によりローデータ（Restricted-Use Data、

以下、制約情報）の利用が可能となる（後述）。制約情報で利用可能な変数の種類（1990

年～2011 年分）はホームページで公開されており、例えば 2011 年の算数・数学について

は以下が示されている（公表情報の概要は「2.3.2(2)公表情報の内容」を参照）。 

なお、NAEP のデータは、同じく NCES が有する学校の基本情報（Common Core of 

Data;CCD）と結合して利用することも可能である。 
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図表 2-57 データベースにおける主要なデータ内容（制約情報：2011 年算数・数学）36 

データ単位 主なデータの種類 

児童生徒  核となる背景変数： 

人種、保護者の教育水準、自宅の教育資源（本の冊数、PC 等）、欠席日

数、所属する学校属性（ID、設置者）等 

 算数・数学に関する変数： 

PC の利用状況、算数・数学の履修状況、授業での活動（ドリル、インタ

ーネット活用、計算機活用、統計プログラム活用等）、算数・数学に対

する興味・関心等 

教員  背景、教育、生涯学習に関する変数： 

勤務年数、学歴、生涯学習プログラム受講歴、授業の実施状況、人種等 

 指導方法と組織： 

担当する児童・生徒数、習熟度別授業の実施状況、評価方法、重視する

分野、指導方法、児童・生徒の PC活用状況 等 

学校  児童・生徒数、学校の種類（公立／私立等）、算数・数学の授業時数、 

教室の ICT環境、専門教員の配置状況 等 

［出所］NCESホームページ37より 

(3) アクセス権限 

NDE及び各種報告書等のウェブサイトでの公表情報は、行政担当者や学校関係者のほか、

一般市民も含め誰でも無料でアクセスすることができる。 

制約情報は、利用者が所属する組織による申請が NCES により承認されることが条件と

なる38。 

データへのアクセス権限の得られる個人は、①データ利用の責任者（Principal Project 

Officer：PPO）、②実際に調査を行う専門・技術スタッフ（Professional/Technical staff:P/T）、

③秘書やタイピスト等の支援スタッフ、④システムセキュリティ担当者（System Security 

Officer:SSO）の 4 種類が指定されており、申請組織は申請時に PPO、SSO 及び組織の代

表者（Senior Official:SO）を特定することが求められる。なお、PPOは、ポスドク以上の

研究経歴を有すこと、客員教員は認められないこと、SOを兼務できないことが規定されて

いる。また、SSO はフルタイム雇用の職員であり学生はなれないこと、支援スタッフは 1

ライセンス 7名であることなど、利用者の条件について規定されている。 

申請は、電子申請システムを通じて行われる。具体的な申請事項は、以下のとおりである。

なお、図表 2-16申請手続きに関するマニュアル（Restricted-Use Data Procedures Manual）

                                                   

36 生徒により解答する問題冊子が異なるため、各生徒のスコアは算出しておらず、従ってこれを利用する

ことはできない。属性グループ別の推定値は、個人の解答結果の事後分布から算出される plausible value

により行われ、この plausible value は制約情報に含まれる（NCES担当者へのインタビューより） 

37 http://nces.ed.gov/nationsreportcard/researchcenter/variablesrudata.aspx 

（最終閲覧日：2015年 3月 20日） 

38 利用者の所属大学が変わった場合は再度申請が必要となる（NCES担当者へのインタビューより） 
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も公開されており、関連法制度や手続きが規定されている39。 

 

図表 2-58  NPD データ利用に関する主な申請事項 

 PPO、SO、SSOの氏名・所属・住所・電話番号・メールアドレス 

 利用対象調査（NAEP、TIMSS等より選択） 

 調査プロジェクト件名 

 調査目的とデータの利用予定 

 公表情報利用では不十分な理由 

 結合する他のデータセットの名称と結合の目的（他のデータと結合する場合） 

 調査結果が役立てられる学校種 

 データを管理や規制に用いないことの同意 

 データへのアクセス予定期間（1～5年） 

［出所］NCESホームページ40より 

(4) 利用に係る規則等 

公表情報のうち、データ分析については、利用の同意画面が表示され、これに同意すること

が利用の前提となる。同意文書には、以下の記載がなされており、データをもとになにかし

らの識別を行うことは、厳しく罰せられるとしている（25 万ドル以下の罰金、及び 5 年以

内の禁固刑のいずれかまたは双方）。 

 

図表 2-59 NDE 利用同意文書の記載 

法律に基づき、全国教育統計センターにより収集・配布されている公的データは、統計的な

目的にのみ利用される。この公的データの利用者による、ケースを識別するためのいかなる

取組も法律で禁じられている。違反者には、25万ドル以下の罰金、及び 5年以内の禁固刑の

いずれかまたは双方が課せられる。 

全国教育統計センターは、データを特定されないためにできるすべてのことを行う。すべて

の直接的な識別子（識別につながる可能性のある特徴でもだけでなく）は、個々のケースの

特徴を保護するために、省略または修正を行う。個人または機関に関するいかなる意図的な

識別または発表は、情報の提供者に与えられる守秘性の保証を破る。そのため、利用者は以

下を順守しなければならない。 

 

・統計目的のためのみに利用すること 

・発見された個人や機関の情報を利用しないこと、及び発見した際は NCESに伝えること 

・特定に結び付く NCESまたは NCES以外のデータセットと結合させないこと 

［出所］NCESホームページ41より 

                                                   

39 http://nces.ed.gov/statprog/rudman/toc.asp （最終閲覧日：2015年 3月 20日） 

40 https://nces.ed.gov/statprog/licenseapp/request.asp （最終閲覧日：2015年 3月 20日） 

41 http://nces.ed.gov/nationsreportcard/naepdata/datausageagreement.aspx?link=true 
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 制約情報については、統計的な調査や評価に利用目的が限定されること（管理や規制に用

いないこと）、制約情報に含まれる個人や学校のデータは、個人情報保護法等の関連法令の

適用対象である旨が規定されている。また、申請画面のトップに公表情報の利用同意と同様

に、違反時の罰則として、5万ドル以下の罰金、及び 5年以内の禁固刑のいずれかまたは双

方が課せられること、セキュリティ要件を満たしているかどうかの査察が行われうることな

どが記載されている。 

 

2.3.4 参考文献 

 Institute of Education Sciencesのページ（http://nces.ed.gov/） 

 荒井克弘、2010、『全米学力調査』

(http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/074/shiryo/__icsFiles/afieldfil

e/2010/11/18/1298913_02.pdf) 

 NCESのページ（http://nces.ed.gov/） 

 ies, 2010, An Introduction to NAEP 

 村木英治、2005、『全米学力調査(NAEP)概説～テストデザインと統計手法について～』 

(http://www.p.u-tokyo.ac.jp/sokutei/pdf/2005_02/p051-066.pdf) 

 NDEのページ（http://nces.ed.gov/nationsreportcard/naepdata/） 

 

  

                                                                                                                                                     

 （最終閲覧日：2015年 3月 20日） 
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2.4  スウェーデン 

2.4.1 学力調査の概要 

 スウェーデンでは、全国的な学力調査として、National Test（以下、ナショナルテスト）

を 1994年から実施している42。ナショナルテストの詳細は、以下のとおりである。 

(1) 目的 

 各学校において、教員が児童生徒の成績評価を行う際の参考情報とし、成績評価の公平性

を担保すること43、また各学校・地域・国レベルで児童生徒の学力水準を把握・分析するこ

とを主たる目的としている。あわせて、テストの設問を通じて、各教科で児童生徒に身につ

けてほしい能力を具体化すること、テスト結果を踏まえて児童生徒の学習を改善することに

ついても、ナショナルテストを実施することの意義としている44。 

(2) 対象者・頻度 

 対象は、第 3学年（8～9歳）、第 6学年（11～12歳）、第 9学年（14～15歳）の全員

であり、年に 1 回実施される。なお、日本のように一日のうちに長時間のテストを受ける

のではなく、同一教科であっても複数のテストに分割し、複数日にわたって試験を実施する

（一回あたりの時間は、10分～90分程度）45。 

(3) 内容・教科 

 ナショナルテストの対象教科は、第 3学年は算数と国語（スウェーデン語）、第 6学年及

び第 9 学年は算数・数学、国語（スウェーデン語）、英語、社会、理科であり、それぞれ

上述のとおり複数のテストに分割実施される。具体的な学年ごとの教科別テスト数は、図表 

2-60のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

                                                   
42 1994年に全国統一のカリキュラムが導入されたのに伴い、成績評価のための一手段として全国的な学力

テストが導入された。その後、テストの目的や評価方法等は経年で変化し、2010年頃より現在のような形

式が採用されている（本所（2011）より）。以下では、現在のナショナルテストについて詳述する。 

43 スウェーデンにおいては、義務教育段階の最終学年（第 9学年）に、「グレード」と呼ばれる成績評価

が各教員により行われるが、従来、当該評価の基準が曖昧であることに対する批判があった。この課題を

解決し、公平な評価を実現するための材料として、ナショナルテストの結果を活用することが期待されて

いる。（教育庁・Karin Hector-Stahreユニットリーダーへのインタビューより） 

44 教育庁・Karin Hector-Stahreユニットリーダーへのインタビューより。 

45 基本的に、後期（2学期制の後半）の 1月～6月にかけて実施する。 
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図表 2-60 ナショナルテストの対象教科とテスト数 

学年 教科（括弧内の数字はテスト数） 

第 3学年 算数（7）、スウェーデン語（8） 

第 6学年 算数（5）、スウェーデン語（5）、英語（3）、社会（2～4）、理科（3） 

第 9学年 数学（4）、スウェーデン語（8）、英語（3）、社会（3）、理科（2） 

※括弧内の数字が当該教科のテスト数 

［出所］教育庁・Karin Hector-Stahre ユニットリーダーへのインタビュー時の説明資料

「Swedish educational system & national testing」より 

 

 具体的なテスト内容のイメージは、図表 2-61のとおりである。（ここでは、サンプル問

題として入手できた 9年生・英語・リーディングの問題例を記載） 

 

図表 2-61 9 年生・英語（リーディング）の問題 

 

［出所］ヨーテボリ大学ホームページ46より 

 

 

                                                   
46 http://nafs.gu.se/prov_engelska/exempel_provuppgifter（最終閲覧日：2015年 3月 20日） 

英語の説明文等。生徒はこれを読み、
別紙の問題に解答する。

文章に関連する問題（内容理解を問
う問題や意見を述べる問題）が提示さ
れる。問題と解答用紙は合冊。
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(4) 評価 

 各テストは、基本的に質問と解答用紙の合冊方式で実施され、解答を担任の教員が採点し

て児童生徒にフィードバックする。各テストの結果は、設問ごとに設定された点数を積み上

げる形で算出され、その結果を踏まえて A～Fの 6 段階でグレード（等級）が付与される。

なお、テスト結果に関するグレードは、その後の進路等に対して特段の影響力は有しておら

ず、当該テストに加えて日頃の学習状況等を勘案した上で、各教員が年度末に教科ごとのグ

レードを別途付与することになる。これらのグレードには、それぞれ評価得点があらかじめ

設定されており47、学校ごとの平均レベルや、全教科を総合した各児童生徒の成績（各評価

得点の平均点）を算出する際に用いられる48。 

 年度末の評価得点は、例えば第 9 学年を卒業して後期中等学校に進学する際、選抜時の

主要な評価基準となるため、グレードの付与基準に関する公平性が重要となる。これを受け

て、グレードをどのような観点で付与するか、ナショナルテストの結果をどのようにグレー

ドへ反映させるか、といった点については議論がされているものの、明確な基準が依然とし

て設定されておらず、評価者である教員によってバラつきが大きいことが各所から指摘され

ている49。 

(5) 実施体制・方法 

 ナショナルテストを所管するのは、各学校や設置者の活動を支援・監視する役割を担う公

的機関の教育庁（The National Agency for Education）であり、テストの開発、調査の実

施、結果のとりまとめに至るまで責任・権限を有する。ただし、具体的なテスト内容を検討

するのは、教育庁から委託を受けた研究機関（大学）であり、教科ごとに特定の大学（学部・

研究室）が専門家チームを構成して開発に当たる。チームには、各教科やテスト理論の研究

者、統計の専門家、教員等が加わり、多様な視点からテスト内容を検証していく50。 

 具体的なテスト開発のプロセスとしては、まず過去のテスト問題・成績や関連文献等を検

証した上で、テスト問題の要件を定義して具体的な内容を詰める。その後、少数の関係者で

試行を重ねて精緻化した上で、全国からランダムに抽出した約 400 人の児童生徒に対して

試験的にテストを実施する51。並行して、試験的なテストの対象となった教員・児童生徒か

ら、問題の難易度等に関するフィードバックを受け、これらの結果を踏まえて最終的にテス

ト問題を確定する。同時に、テスト結果を評価し、グレードへ反映させる上でのガイドライ

ンを検討・作成する52。 

                                                   
47 Aは 20点、Bは 17.5点、Cは 15点、Dは 12.5点、Eは 10点、Fは 0点。 

48 教育庁・Karin Hector-Stahreユニットリーダーへのインタビューより。 

49 例えば、ナショナルテストの結果の分布と、付与されたグレードの分布を比較・検証した調査研究によ

ると、児童生徒の進路に直接的な影響力を有するグレードの分布が、上位層に偏っているという。なお、

ナショナルテストを採点するのもグレードを付与するのも担任の教員であることについて、正当性を疑問

視する声も上がっており、より公平性を担保した形での評価方法について、スウェーデンの教育行政とし

ても依然として検討中である。（ヨーテボリ大学・Gudrun Erickson准教授へのインタビューより） 

50 ヨーテボリ大学・Gudrun Erickson准教授へのインタビューより。 

51 例えば 6年生用のテストについて、テスト問題開発時点の 6年生に受験してもらい、その結果を踏まえ

て確定したテストは、次年度の 6年生が正式に受験することとなる。 

52 前掲。 
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 なお、上述のとおり、基本的にテストは質問と解答の合冊形式であり、当該解答に採点し

た結果がそのまま各児童生徒にフィードバックされるため、内容は公開されることとなる。

また、ナショナルテストの結果については、各学校から教育庁に直接報告されるわけではな

く、国のあらゆる統計を集約・管理している統計局（Statistics Central Beauraw：SCB）

が学校からテスト結果をとりまとめ、データクリーニングを行った上で教育庁に提供してい

る53。 

 

2.4.2 学力調査結果の公表制度 

スウェーデンでは、ナショナルテストの結果を含む複数の統計データを、インターネット

上のサイト「学校の各種成果・質に関する情報システム（Skolverkets Internetbaserade 

Resultat- och kvalitets Informations System：SIRIS）」及び「学校情報の相関分析ツー

ル（Skolverkets Arbetsverktyg för Lokala Sambands Analyser：SALSA）」にて公表し

ている。各サイトの詳細は、以下のとおりである。 

(1) 公表主体・媒体 

 SIRIS及び SALSAはインターネット上のサイトであり、教育庁が全学校のデータを集約

して公表している。当該サイトで公表されているデータは、アクセス制限が設けられておら

ず、誰でも自由に閲覧することができる。 

 

※SIRIS（http://siris.skolverket.se/） 

※SALSA（http://salsa.artisan.se/） 

(2) 公表情報の内容 

1）SIRIS 

SIRISでは、国レベルの集計データに加えて、市（Municipality）及び学校レベルの様々

な情報を公表している。具体的には、児童生徒数、教員数、教員・児童生徒比、ナショナル

テストを受験した児童生徒の数・割合、成績（グレード）別の児童生徒割合、各学校の成績

評価平均得点、学習障害を抱える児童生徒数、海外出身（児童生徒自身あるいは保護者）の

児童生徒数、保護者の学歴、国・市の教育財政状況等が挙げられる。主要なサイト画面は、

以下のとおりである。 

  

                                                   
53 教育研究省・Annika Hellewell シニアアドバイザーへのインタビューより。 
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① 学校レベルの公表情報 

 SIRIS の統計ページ（Statistik）から学校情報ページ（Skolblad）を開くと、情報を閲

覧したい学校を選択するための画面が表示される。まず学校所在地域（市）を選択し、当該

地域の学校一覧（図表 2-62 参照）から目当ての学校を選択すると、各学校の詳細情報が

PDFファイルで提供される。 

 

 

図表 2-62 閲覧したい学校選択のページ 

 

 

 

 上記画面にて特定の学校を選択すると、児童生徒数、ナショナルテストの受験者割合、第

9学年の成績評価平均得点54等がレポート形式で表示される。これらのデータは、右上のア

イコンをクリックすることで、エクセルファイルにてダウンロードすることも可能となって

いる。（図表 2-63～図表 2-67参照） 

  

                                                   
54 各生徒につき、成績が良かった 16教科のグレードを点数化して合計した得点を、学校全体で平均した

値。最高グレード Aの点数は 20であるため、各生徒（及び学校平均）の最高得点は 320となる。 

データを閲覧したい
学校の所在地域
（市）を選択

選択した地域（市）に
所在する学校一覧
から、データを閲覧
したい学校を選択
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図表 2-63 学校情報のページ 

（児童生徒数、ナショナルテストの成績、スウェーデン語以外を母語とする児童生徒割合等） 

（ここでは、参考として抽出した Stockholm International Academyの例） 

 

 

児童生徒数。

上から、全学年合
計、第3学年、第6
学年、第9学年

Ｈ

ナショナルテストを
受験した第3学年
の児童割合。

上から、算数、外
国語としてのス
ウェーデン語

Ｈ

Ｈ

義務教育後の各
教育段階に進学
する上で必要な成
績を修めた第9学
年の生徒割合。

最下段は、各生徒
のグレードに基づ
く成績評価平均得
点

Ｈ

データの集
計単位。

左から、学
校、当該校
が所在して
いる市、全
国

Ｈ学年
（1～9）

Ｈ
児童生
徒数を
整理し
ているこ
との解
説

Ｈ

左から、
合計、女子、男子

学年×性別で該当
する人数を記載。カ
テゴリー当たりの人
数が10人未満にな
る場合は記載しない

Ｈ

Ｈ

附属のプレスクール
に在籍している児童
数（合計、男女別）

Ｈ

スウェー
デン語
以外の
母語で
教育を
受けて
いる児
童生徒
の割合
等を整
理して
いること
の解説

Ｈ

左から、母語で教育を受ける権利を有する児童生徒割合、外国語としてのスウェーデン語を学ぶク
ラスへの参加資格を有する児童生徒割合、同クラスへ出席している児童生徒割合

左から、

当該校、同一市の学校平均、
同一都市規模の学校平均、
全国平均

Ｈ
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図表 2-64 学校情報のページ（2014 年ナショナルテストの成績） 

 

 

図表 2-65 学校情報のページ（ナショナルテストの成績の経年変化） 

 

 

Ｈ

第9学年の各

教科成績を整
理していること
の解説（グレー
ドの点数換算
方法の説明を
含む）

教科名 Ｈ Ｈ

受験者数

平均得点。

左から、当該校、
市平均、全国平
均。

得点換算方法は、
グレードA20点、
B17.5点、C15点、
D12.5点、E10点、
F0点。（詳細は
「評価」参照）

Ｈ

Ｈ

第9学年の成績の推移を比較
していることの解説

成績評価平均得点の推移。左から、全員、女子、男子。
ここで平均得点は、成績の良かった16教科について、グレードを得点化した上で
合計した値を平均したもの（最高320）

当該校のデータ 全国平均

同一市の公立学校平均

同一市の全学校平均

同一都市規模の全学校平均

Ｈ
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図表 2-66 学校情報のページ（ナショナルテストの成績（同一市、国との比較）） 

 

 

図表 2-67 学校情報のページ（児童生徒数、ナショナルテストの成績等） 

 

 

Ｈ
第6学年の

教科目ごと
の成績を整
理している
ことの解説

Ｈ

教科名。

上から、英
語、算数、
外国語とし
てのス
ウェーデン
語、理科、
社会 Ｈ

当該校でテストを受験しグレード
を付与された児童数、割合

Ｈ

成績評価平均得点。
左から、当該校、同一市の平均、全国平均 成績評価平均得点をグラフ化したもの

Ｈ

Ｈ

ナショナルテストの成績と年度末に付与されるグレードを比較して、グレードがナショナルテスト
の成績よりも低い／同程度／高い児童の割合を整理していることを解説

Ｈ 左から、
当該校、
同一市、
全国

Ｈ

教科。

上から、
英語、
算数

Ｈ

テストを受験し、年度末のグレードも
付与された児童数

テスト成績と比較して、グレードが低
い児童、同程度の児童、高い児童の
割合（左から）

Ｈ
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② 市レベルの公表情報 

 市レベルの情報については、まず図表 2-68のような画面から、情報を閲覧したい地域を

選択する。 

 

図表 2-68 市情報のページ 

 

 

 特定の市を選択すると、下図表のように一覧表形式（PDFファイル）で各種情報が整理・

公表されている。ここでは、児童生徒数や教員数、ナショナルテストの結果等が当該市、同

一都市規模の地域、全国それぞれについて整理されている。（図表 2-69参照。同図表で整

理されている指標の内容は図表 2-70参照。） 

 

 

 

Ｈ
閲覧し
たい年
を選ぶ

Ｈ

閲覧し
たい市
を選ぶ

Ｈ

このサイトでは、
各市の児童生
徒数や教員数、
ナショナルテス
トの結果等を
整理しているこ
とを解説
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図表 2-69 市レベルでの公表情報 

（ここでは、参考として抽出した Stockholmの例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ｈ

指標名

Ｈ

Ｈ

左から、
当該市、
同一都市
規模の地
域、全国
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図表 2-70 市レベルでの公表情報（図表 2-69 のような地域別一覧表で整理されている指標） 

分類 主な指標 

就学前教育 

 学齢期の子供のうち、就学前教育を受けている割合 

 スタッフ一人当たりの児童数 

 児童一人当たりの財政支出 

義務教育 

 学校設置者別の児童生徒割合 

 教員一人当たりの児童生徒数 

 児童生徒一人当たりの財政支出 

後期中等教育 

 教員一人当たりの生徒数 

 生徒一人当たりの財政支出 

 課程別の生徒割合 

 規定年限以内で修了した生徒割合 

 1年以上就学した後に退学した生徒割合 

成人教育 

 20～64歳のうち、成人教育を受けている割合 

 成人教育修了後／中断後に後期中等教育を受けている割合 

 成人教育の生徒一人当たりの財政支出 

 障害等を有する成人向け特別教育の生徒一人当たり財政支出 

その他 

 スウェーデン語で学習・修了している移民の割合 

 スウェーデン語の学習を断念した移民の割合 

 学校種別の財政支出 

 

 また、各市に所在している学校について、児童生徒数や教員数等を、図表 2-71のように

一覧形式で整理・公表している。 

 

図表 2-71 同一市内における学校の基本情報 

 

 

 

Ｈ

上から

当該市全体、
公立校、私
立校

Ｈ

当該市に所
在している
学校名 Ｈ

児童生徒数（女子割合）、学年別の児童生徒数、教員数等
の基本情報
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 さらに、ナショナルテストの結果について、テスト種別ごとに市の平均と国全体の平均を

比較できる表・グラフを整理している。（図表 2-72参照） 

 

図表 2-72 ナショナルテスト結果 

 

Ｈ

テスト教科。
上から、

算数、ス
ウェーデン
語、外国語
としてのス
ウェーデン
語 Ｈ

当該市においてテストを受験した児童数、
合格基準に達した児童割合

Ｈ

全国で合格基準に達した児童割合

Ｈ

テストで合格
基準に達した
児童割合。
左が女子、
右が男子。
上が当該市、
下が全国

Ｈ

第3学年のナショナルテスト結果であること
を明示
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加えて、図表 2-73のように、教育財政（支出）に関する基本情報も公表している。 

 

図表 2-73 各市の教育財政（支出）情報 

 

 

 

  

Ｈ

市の名称。
最上段は、
市の上位区
分である県
（ここではス
トックホル
ム）

Ｈ

左から、就学児童生徒数、市の総支出、うち教育支出、児童生徒一人当
たり支出、その内訳（設備・機器、教材、図書、保健・健康等）
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2）SALSA 

SALSAは、第 9学年の成績と、当該成績に影響を与え得る諸指標（移民か否か、保護者

の学歴等）について集約・公表するサイトであり、同一市内の学校情報を比較可能な形で閲

覧することができるほか、特定の学校情報を経年で閲覧することもできる。具体的なサイト

画面は、以下のとおりである。（図表 2-74～図表 2-75参照） 

 

図表 2-74 同一市内の学校情報（一覧形式） 

（ここでは、参考として抽出した Stockholmの例） 

 

 

 

Ｈ

市内の
学校名

Ｈ

左から、男子割合、移民割合、保護者学歴、成績評価平均得点、家庭的背景を加味
した場合の理論的な成績（平均得点）
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図表 2-75 特定学校の経年比較 

（ここでは、参考として抽出した Stockholmの 2学校を例示。表示する学校数は操作可能） 

 

 

(3) 公表に関する規則等 

スウェーデンにおいては、国が定めた情報公開に関する方針のもと、公的機関は可能な限

り透明性を高めてアカウンタビリティを果たすため、多くの情報を公開することが求められ

ている。特に教育分野は、保護者や児童生徒が学校選択をする上で、有用な情報を得られる

ようにすることが重要との考えに立ち、教育庁においても各学校から集約した諸データは、

極力公表する形で整備している55。 

                                                   
55 教育庁・Karin Hector-Stahreユニットリーダーへのインタビューより。 

Ｈ
学校名

Ｈ

Ｈ

左から、男子割合、移民割合、直近4年以内に移住してきた児童生徒割合、保護者学歴、
成績評価平均得点、家庭的背景を加味した場合の理論的な成績（平均得点）、年度
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他方、児童生徒個人や学校が不利益な状況に置かれることを避けるため、図表 2-76のよ

うな点に留意をして各種情報を整理・公表している。 

 

図表 2-76 結果公表における留意点 

 特定の個人が明らかにされるような内容・形式で公表しない。関連して、学校単位の

情報について、10人未満のセグメントについては公表しない。 

 移民の背景を有する児童生徒の割合や保護者の学歴については、SALSA においての

み、成績評価と一緒に公表することとし、単独で公表することはしない 

 公表データが、意図しない形で解釈・利用されることのないよう、各指標の定義や解

釈の仕方については、できるだけ分かりやすく提示する。 

 （結果公表自体に関する留意点ではないが）成績が芳しくない学校に対しては、一時

点の成績で社会的な批判を受けたり、学校がモチベーションを下げたりすることがな

いよう、行政として追加的な支援を行う姿勢を明確にする。 

［出所］教育庁・Karin Hector-Stahre ユニットリーダーへのインタビューより 

(4) その他（効果、課題） 

 ナショナルテスト関係者（教育庁担当者、教育研究省担当者、ヨーテボリ大学研究者）へ

のインタビューによると、SIRIS 等を通じた結果公表による主要な効果と課題としては、

図表 2-77のような点が挙げられる56。 

 

図表 2-77 ナショナルテスト等の結果公表の主要な効果・課題 

分類 インタビュー対象者による評価 

効果 

 SIRIS等の利用状況を分析したところ、市の教育行政担当者による利用が多

く、教育施策や学校支援に活用されている。 

 マスメディアによる利用も多く、当初の目的として掲げている透明性やアカ

ウンタビリティの確保という観点から、その役割を十分に果たしている。 

 保護者による利用も確認されており、学校選択をする上で一つの判断材料と

して機能していると考えられる。 

課題 

 ナショナルテスト自体の課題（特に、評価の公平性をいかに担保するか）が

大きな関心事項となっていることもあり、結果公表に関する議論はそこまで

深められていないのが実態である。 

 アカウンタビリティを果たすということと、プライバシーをしっかり守るこ

ととの両立が難しい。 

 

 

 

                                                   
56 これらのうち、特にナショナルテスト自体の課題（公平性や有効な活用方法等）については、OECD（2013）

においても指摘されている。 
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2.4.3 学力調査結果のデータベース 

スウェーデンでは、ナショナルテストの結果を含む様々な統計情報をデータベース化して

いる。当該データベースの詳細は、以下のとおりである。 

(1) 構築管理主体・方法 

データベースの管理・運用を担っているのは、ナショナルテストを所管している教育庁、

及びスウェーデンにおける各種統計を整備・管理する公的機関の統計局（Statistics Central 

Beauraw：SCB）である。ナショナルテストを実施した後、各学校は採点結果を SCBに送

付し、それを受けて SCBはデータを集約した上で教育庁に提供する。教育庁は、ナショナ

ルテストの結果を他の関連情報（児童生徒数や教員数、児童生徒の社会的背景等）とあわせ

て整理し、学校レベルや市レベルの集計結果を公表している（先述の SIRIS、SALSAが該

当し、教育庁ではこれらのサイトをデータベースと位置付けている）。同時に、SCB では

個人レベルのデータを、ミクロデータ・オンライン・アクセス（Microdata Online Access：

MONA）というシステムを通じて、一部の研究者等に提供している57。 

(2) データの内容 

SIRIS 及び SALSA で公表されているデータは、前節で述べたとおりである。MONAで

提供している教育関連データも同種であり、ナショナルテストの結果、卒業時のグレード、

社会的背景等が個人レベルで整理されている。 

(3) アクセス権限 

 SIRIS及び SALSAで公表されているデータは、誰でも自由に閲覧・活用することができ

る。一方、MONAで提供されている個人レベルのデータについては、原則としてスウェー

デンに所在する認知度の高い大学あるいは研究機関に所属している研究者のみ58、データの

利用目的や利用方法、結果の活用方法等に関する申請書（project description）と、倫理面

で問題のない利用をすることに対する誓約書を提出し、SCBにおいて承認された場合のみ、

利用することができる。なお、機微性の高いデータの利用申請があった際には、SCB の外

部に設置された独立組織「倫理審査委員会」59において当該申請を審査し、データ利用の可

否を検討する60。 

 倫理審査委員会は、ヨーテボリ（Gothenburg）大学、リンショーピング（Linköping）

大学、ルンド（Lund）大学、ウメオ（Umeå）大学、ウプサラ（Uppsala）大学、カロリ

                                                   
57 教育庁・Karin Hector-Stahreユニットリーダーへのインタビューより。 

58 例外として、EU加盟国の大学・研究機関に所属する研究者にも、一部のデータが提供されることがあ

る（例外の基準は明らかにされていない）。EU非加盟国の研究者は利用することができない。 

59 当該委員会は、教育分野のデータだけでなく、医学分野を中心に、様々な分野のデータ利用に関して審

査を行う。 

60 SCB・Rebekka Holm調整官へのインタビューより。 
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ンスカ（Karolinska）研究所それぞれに地域拠点が設けられ、各拠点はそれぞれの所管地

域における利用申請について審査する。審査委員会の委員長は現役または引退した裁判官、

委員は科学者と一般人（の代表者）から構成され、いずれも政府の公認を受ける61。 

 具体的な審査手順としては、まずデータ利用希望者が所属する研究組織が全責任を持って

倫理審査委員会へ申請を行い62、倫理審査委員会では、申請書に基づき原則として 60 日以

内に「データを利用可能」「条件付きで利用可能」「利用不可」のいずれかに分類する。デ

ータ利用が承認された場合、申請組織は SCBに対してプロジェクト計画と倫理審査委員会

へ提出した申請書、並びに委員会からの審査報告書を提出すると同時に、SCB はデータ管

理体制の確認（セキュリティチェック）を行う。これらを踏まえて、認可が得られた場合、

申請組織には個人レベルのデータが付与され、利用することが可能となる63。 

なお、倫理審査委員会へ提出する申請書には、図表 2-78のような事項を記載することが

求められる。 

 

図表 2-78 データ利用申請に係る主な申請事項 

 申請組織の概要（組織名、住所） 

 研究チームの概要（研究代表者の氏名・役職・連絡先、他の参加者） 

 本申請対象以外のデータソースの利用（申請）状況 

 研究計画の内容（要旨、主たるリサーチクエスチョン、使用するデータの内容と収集・

活用方法、データの保護方法、研究結果のとりまとめ方針） 

 過去の類似実績 

 研究チームのメンバー選定方法、研究代表者とメンバーの関係性、メンバーの稼働状

況（現在、他の研究プロジェクトのメンバーになっているか否か）、保険の加入状況、

メンバーに対する給与等の支払予定 

 研究に伴うリスク（けがや負傷など）、研究に参加することによるメンバーのメリッ

ト、プロジェクトを通じて発生し得る倫理的な問題 

 研究結果の公表方法（ジャーナル等に投稿する予定） 

［出所］SCB・Rebekka Holm 調整官へのインタビューより 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
61 前掲。 

62 申請時、申請組織は審査料（1件当たり 5000クローナ～16000クローナ）を支払わなければならない。 

63 前掲。 
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(4) 利用に係る規則等 

 利用に際して、利用者に特段の義務等は発生しないが、図表 2-79のような点に留意して

利用することが求められている。 

 

図表 2-79 データ利用に係る主な留意点 

 データ利用は、研究目的である場合のみ許され、報道や商用のために利用することは

できない。（倫理的な観点からも適切な利用を順守することを誓約する。同時に、デ

ータ利用を通じて得られる分析結果については、社会に対して有益な情報を含むこと

が求められる） 

 個人が特定されるような形で分析結果を公表しない。（学校規模が小さい学校に対す

る配慮を含む） 

［出所］教育研究省・Annika Hellewell シニアアドバイザーへのインタビューより 
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3． 総括 

 以上の調査結果より、各国における学力調査結果の公表制度及びデータベースの概要と、

それらより得られる示唆・提言は以下のとおりである。 

3.1  各国における学力調査結果の公表制度及びデータベース 

3.1.1  学力調査結果の公表制度 

 本調査研究の対象国はいずれも、公的な機関が管理主体となり、全国的な学力調査の結果

をインターネット上のサイトで公表している。具体的な公表内容については、学校レベルの

平均得点や財務状況等に関する一時点及び経年のデータ、地域レベルの集計結果や同一地域

内の学校間比較データ等であり、各学校をランキング形式で閲覧できるように設計している

国もあれば、ランキングによる学校間比較を控えている国も見られた。ただし、いずれの国

においても、個人が特定されないよう児童生徒数が一定数未満の学校を公表対象から除外す

る、テスト結果だけで学校が評価されないよう社会経済的な状況等をあわせて公表する、と

いった配慮を行っている。 

 例えばイギリスでは、教育省が「Performance Table」というサイトにおいて、各学校の

児童生徒数や教員数、所在地、財務状況等の基本情報に加えて、学力調査で一定レベルに到

達した児童生徒の割合、それらの経年変化、経済的に不利な環境にある子供の習熟状況等を

公表している。さらに、同サイトでは特定の指標（学力調査の結果等）を選択すると、全国

の学校をランキング形式で閲覧できる機能を備えている。なお、結果の公表に当たっては、

児童生徒個人が特定されるのを防ぐため、児童生徒数が 5 人以下の学校については公表対

象から除外している。 

 オーストラリアでは、カリキュラム評価報告機構（ACARA）が「My School」というサ

イトにおいて、各学校の基本情報に加えて、学力調査結果をグラフ形式や数値（得点）形式

で公表している。また、学力水準は社会経済的背景によって少なからず規定されているとの

考えから、学校ごとに保護者の職業や学歴、地理的条件、先住民の割合等に基づき社会経済

的な水準を指標化し、当該指標とあわせて学力調査結果を解釈するようサイト上で強調して

いる。さらに、イギリスと同様に児童生徒個人が特定されるのを防ぐため、児童生徒数が 5

人以下の学校については公表対象から除外しているほか、結果の公表に際しては、特別な統

計知識がなくても十分に理解できるようにすること、公表前に各校が公表内容を確認できる

ようにすること、統計上の制約等についても明示すること、といった規約を定めている。 

 アメリカでは、教育省の全国教育統計センター（NCES）が「NAEP Data Explorer：

NDE」というサイトにおいて、学力調査の結果を、科目、学年別に利用者が設定する様々

な変数（性別、人種、学校設置者（公立／私立）、教員の経験等）グループごとに閲覧する

ことができる。全米の生徒の教育達成度の把握という学力調査の趣旨に照らし、公表データ

では学校別の結果ではなく、各変数グループ別の結果を表示する方法としている。また、サ

イトでは、学力調査の結果のほかに、サンプル問題の閲覧や州ごとの比較ができるようにな

っている。利用者が変数を設定し結果を表示するNDEに加え、政策立案者、保護者・教員

向けなど、調査結果を読み手別に整理した報告書も公開している。なお、アメリカでは学力

調査の開発・運営までの一連の業務は民間企業への委託により行われている点が特徴的であ



82 

 

る。 

 スウェーデンでは、教育庁が「SIRIS」及び「SALSA」というサイトにおいて、各学校

の基本情報、学力調査を受験した児童生徒数・割合、成績別の児童生徒割合、平均得点に加

えて、学力水準に影響を与え得る指標として、学習障害を抱える児童生徒数、海外出身（児

童生徒自身あるいは保護者）の児童生徒数、保護者の学歴等を公表している。また、各市の

教育財政情報や、同一市内の学校情報を比較可能な形で閲覧できる機能も備えている。なお、

他国と同様に児童生徒個人が特定されないようにするため、児童生徒数が 10人未満の学校

については公表対象から除外している。 

 

3.1.2  学力調査結果のデータベース 

 学力調査結果のデータベースについては、いずれの国においても、上述のサイトで公表し

ている学校レベルや地域レベルのデータだけでなく、個人レベルのローデータが整備されて

いる。ただし、特に個人レベルの機微性が高いデータへのアクセス権限については厳格に制

限されており、データベースの運営主体等が定める基準を満たすことで、初めて当該データ

の利用が許される。 

 イギリスでは、教育省が管理主体となり、「Performance Table」で公表しているデータ

に加えて、毎年実施している全校調査の結果や、地方当局が所管する学校から収集したデー

タ等を「National Pupil Database」としてデータベース化している。このうち、児童生徒

レベルで整備している具体的なデータ内容は、氏名・性別・年齢・母語、出欠状況、進路希

望、学力調査の結果、家庭環境（社会保障関連の手当等受給状況、無料給食の受給可否等）

等である。これらのデータを利用できるのは、原則として教育省、地方当局に加え、教育省

や地方当局の委託等を受けて分析を行う第三者機関であるが、他の第三者であっても規定の

方法で利用申請を行い教育省の承認が得られれば、利用することができる。その際、利用者

は申請時点で自身や所属機関の基本情報、イギリスにおいて情報管理を所掌する機関（情報

コミッショナーオフィス）への登録情報、利用したいデータとその目的、具体的に検証した

い課題、分析結果の想定読者、データ利用の必要性、他データと紐づけて分析する予定の有

無、過去にNPDを利用した実績、等を明らかにしなければならず、かつあらかじめ定めら

れた目的のために、あらかじめ定められた期間内のみデータの利用が許される。 

 オーストラリアでは、ACARAが管理主体となり、「My School」で公表しているデータ

に加えて、各州・特別地域の教育省を通じて集約された児童生徒及び学校レベルのデータ、

その他 ACARAが独自に収集したデータ等を集約し、データベース化している。このうち、

児童生徒レベルで整備している具体的なデータ内容は、所属学校、出身地、居住地、性別、

年齢、学年、先住民か否か、保護者の学歴・職業、学力調査結果等である。これらのデータ

を利用できるのは、原則として ACARA の担当職員であるが、イギリスと同様に第三者で

あっても所定の手続きに則って ACARA に申請し、認可されれば利用することができる。

なお申請時に明示することが求められる事項は、申請者の基本情報、利用したいデータと目

的、データを利用・分析することで児童生徒や学校等にもたらされる便益、具体的なリサー

チクエスチョンや方法等であり、データ利用の可否を ACARA が審査する際には、研究成

果がどの程度有益か、児童生徒個人が特定される恐れはないか、利用データが必要以上に申

請されていないか、といった点が検討される。また、利用者は、個人や学校が特定される形
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で分析結果を公表しない、単純な学校ランキングを作成しない、他者にデータを提供しない

等の決まりを順守することが求められる。 

 アメリカでは、前述の NDEや報告書で公表しているデータのほかに、NCES に申請し、

承認が得られればローデータの利用が可能となっている。ローデータには、学力調査とあわ

せて実施される児童・生徒、教員、学校質問紙調査の回答結果も含まれている。申請は、利

用者が所属する組織から行うこととなっており、申請時には組織の責任者、データ利用の責

任者、システムセキュリティ担当者の氏名、連絡先とともに、調査目的と利用予定、公表情

報では不十分な利用、結合するデータセット、利用期間等、利用条件への同意を、電子申請

システムを通じて行うこととなっている。また、利用規定違反者には、25 万ドル以下の罰

金、及び 5年以内の禁固刑のいずれかまたは双方といった厳しい罰則が設けられている。 

 スウェーデンでは、同国における各種統計を整備・管理する機能を持つ統計局（SCB）

が「SIRIS」及び「SALSA」で公表しているデータに加えて、個人レベルのデータを含め

「Microdata Online Access：MONA」としてデータベース化している。ここでは、児童生

徒の学力調査の結果、卒業時の成績（グレード）、社会経済的背景等が整備されており、原

則としてスウェーデンに所在する大学・研究機関の研究者のみ、データ利用目的や方法、結

果の活用方法等に関する申請と倫理面での誓約書を SCBに提出し、承認された場合にデー

タを利用することができる。なおデータの利用は、研究目的のみ認められ、報道や商用のた

めに利用することは許されず、個人が特定されるような形で分析結果を公表することも認め

られていない。 

 

 以上の内容及び学力調査の概要を整理すると、以下のとおりである。 
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図表 3-1 イギリス、オーストラリア、アメリカ、スウェーデンにおける学力調査結果の公表制度とデータベース 

項目 イギリス オーストラリア アメリカ スウェーデン 

学力調査

概要 

 第 6学年に対して全国テスト（英語、算数）、第

10～11学年に対して中等教育修了資格試験（英

語、数学、理科等、受験者が進路に応じて選択）

を実施。 

 第 3学年、第 5学年、第 7学年、第 9学年に対し

て全国テスト（読解、作文、言語、算数／数学）

を実施。 

 主調査は、第 4学年、第 8学年、第 12学年の、

動向調査は 9歳、13歳、17歳の標本に対して

全国テスト（主調査は全教科、動向調査は英語

読解、英語作文、数学、科学）を実施。 

 第 3学年、第 6学年、第 9学年に対して全国テス

ト（第 3学年は算数、国語、第 6学年・第 9学年

は算数／数学、国語、英語、社会、理科）を実施。 

公表制度 

 教育省が「Performance Table」というサイトに

おいて、各学校の児童生徒数や財務状況等の基本

情報に加えて、学力調査で一定レベルに到達した

児童生徒の割合、それらの経年変化、経済的に不

利な環境にある子供の習熟状況等を公表。 

 同サイトでは特定の指標（学力調査の結果等）を

選択すると、全国の学校をランキング形式で閲覧

できる機能を配備。 

 結果の公表に当たっては、児童生徒個人が特定さ

れないよう、児童生徒数が 5人以下の学校につ

いては公表対象から除外。 

 カリキュラム評価報告機構が「My School」という

サイトにおいて、各学校の基本情報に加え、学力

調査結果をグラフ形式や数値（得点）形式で公表。 

 学校ごとに保護者の職業や学歴、地理的条件、先

住民割合等に基づき社会経済的な水準を指標化

し、当該指標とあわせて学力調査結果を解釈する

ようサイト上で強調。 

 児童生徒個人が特定されないよう、児童生徒数が 5

人以下の学校については公表対象から除外。 

 結果の公表に際しては、特別な統計知識がなくて

も十分に理解できるようにすること、公表前に各

校が公表内容を確認できるようにすること、統計

上の制約等についても明示すること、といった規

約を設定。 

 全国教育統計センターが「NAEP Data Explorer: 

NDE」というサイトにおいて、学力調査の結果

を、科目、学年別に利用者が設定する様々な変

数グループごとに公表。 

 学力調査の趣旨（全米の生徒の教育達成度の把

握）に照らし、学校別の結果ではなく、各変数

グループ別の結果を表示する方法を採用。 

 サンプル問題の閲覧や州間比較も可能。 

 NDEに加え、政策立案者、保護者・教員等向け

の報告書も複数公表。 

 学力調査の開発・運営までの一連の業務は民間

企業への委託により実施。 

 教育庁が「SIRIS」及び「SALSA」というサイト

において、各学校の基本情報、学力調査を受験し

た児童生徒数・割合、成績別の児童生徒割合、平

均得点に加え、学習障害を抱える児童生徒数、海

外出身の児童生徒数、保護者の学歴等を公表。 

 各市の教育財政情報や、同一市内の学校情報を比

較可能な形で閲覧できる機能も配備。 

 児童生徒個人が特定されないようにするため、児

童生徒数が 10人未満の学校については公表対象

から除外。 

データベ

ース 

 教育省が管理主体となり、「Performance Table」

のデータに加えて、全校調査の結果や、地方当局

が収集したデータ等をデータベース化。 

 児童生徒レベルでは、氏名・性別・年齢・母語、

出欠状況、進路希望、学力調査の結果、家庭環境

等を整備。 

 データを利用できるのは、原則として教育省等だ

が、第三者であっても利用申請を行い教育省の承

認が得られれば、利用することができる。 

 利用者は、申請時点で自身や所属機関の基本情

報、情報コミッショナーオフィスへの登録情報、

利用データと目的、検証課題等を明示する必要。 

 あらかじめ定められた目的のために、あらかじめ

定められた期間内のみデータの利用が可能。 

 カリキュラム評価報告機構が管理主体となり、

「My School」のデータ、各地域で集約した児童生

徒及び学校レベルのデータ等をデータベース化。 

 児童生徒レベルでは、所属学校、出身地、居住地、

性別、年齢、学年、先住民か否か、保護者の学歴・

職業、学力調査結果等を整備。 

 データを利用できるのは、原則としてカリキュラ

ム評価報告機構の担当職員だが、第三者であって

も所定の手続きで申請し、認可されれば利用可能。 

 申請時には、申請者の基本情報、利用データと目

的、データ利用・分析により児童生徒や学校等に

もたらされる便益、具体的なリサーチクエスチョ

ンや方法等。 

 データ利用の可否を ACARAが審査する際には、

研究成果がどの程度有益か、児童生徒個人が特定

される恐れはないか等を検討。 

 全国教育統計センターの承認を得ることにより、

NDEのローデータが利用可能。ローデータには、

学力調査とあわせて実施される児童・生徒、教員、

学校質問紙調査の結果も含まれる。 

 申請は利用者の所属組織から全国教育統計センタ

ーの電子申請システムを通じて実施。 

 申請時には、組織の責任者、データ利用の責任

者、システムセキュリティ担当者の氏名、連絡

先とともに、調査目的と利用予定、公表情報で

は不十分な利用、結合するデータセット、利用

期間等、利用条件への同意を記載。 

 利用規定違反者には、25万ドル以下の罰金、及

び 5年以内の禁固刑のいずれかまたは双方とい

った厳しい罰則が設定（同罰則は公表情報の利

用規定違反者にも適用される）。 

 統計局が「SIRIS」及び「SALSA」で公表してい

るデータに加えて、児童生徒レベルのデータを含

めてデータベース化。 

 児童生徒レベルでは、学力調査の結果、卒業時の

成績、社会経済的背景等を整備。 

 データを利用できるのは、原則としてスウェーデ

ンに所在する大学・研究機関の研究者のみであり、

データ利用目的や方法、結果の活用方法等に関す

る申請と倫理面での誓約書を統計局に提出し、承

認された場合にデータを利用することが可能。 

 データの利用は、研究目的のみ認められ、報道や

商用のために利用することは許されず、個人が特

定されるような形で分析結果を公表することも不

可。 
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3.2  示唆・提言 

 以上の調査結果等を踏まえると、学力調査結果の公表制度及びデータベースに係る我が国

への示唆・提言として、以下が挙げられる。なお 1点目は主に結果公表制度に関わる観点、

2点目は主にデータベースに関わる観点である。 

 

■ 単純なランキングを避け、教育施策や実践の改善に役立つ公表内容・方法の検討を 

具体的な公表制度の設計を検討するに当たり、留意すべきは学力調査結果を公表すること

（特に学校レベルデータの公表）の効果と課題である。 

具体的には、例えば効果については「行政官が教育施策の点検や学校支援を行う際の検討

材料にしている」「保護者が学校選択をする際の判断材料としている」、課題については「公

表データを使って勝手に学校ランキングを作成してしまう動きがある」「悪い結果を示され

た学校の教員や児童生徒のモチベーションが下がる」といった点が本調査研究により明らか

となっている。 

これらを踏まえ、今後我が国において学力調査結果の公表を進めていくのであれば、無用

な学校ランキングの作成やそれに伴う学校の序列化を防ぐための仕組みを導入する、一時点

の学力調査結果で各学校の良し悪しを判断せず、改善のためのツールとして調査結果を公

表・活用していく、といった対応が求められる。 

また、学力調査結果の公表を通じて教育施策や実践の改善を促していくことを目的とする

のであれば、単純に平均点や一定水準の学力に到達している児童生徒の割合等を公表するだ

けではなく、それらの結果がもたらされた背景要因に関する分析を行い、当該分析結果を踏

まえた今後の改善方針・方策までとりまとめた上で、公表していくことが効果的であろう。 

さらに、こうした分析を各地域・学校の実情に即して実施し、より実効性の高い改善策を

導き出していく観点からは、分析及び結果公表を担う各地域の行政官や各学校の教職員を育

成するための機会を整備していくことも、あわせて必要な取組と考えられる。 

 

■ 個人情報に配慮しつつ、教育施策や実践の改善に役立つデータ利用の促進を 

学力調査結果（及び関連する各種データ）のデータベースについても、それらを整備・活

用することを通じて、実際に教育施策や実践の改善を促すことが肝要である。 

この観点を踏まえ、今後我が国において学力調査結果のデータベースを提供していくので

あれば、前提として、データ管理を適切に行い、個人が特定されたり意図しない形でデータ

が利用されたりすることがないようにしつつ、特定の人や組織だけにデータ利用を限定する

のではなく、様々な立場の人がアクセス可能な仕組みを整えることが求められる。 

同時に、データ利用を通じて、児童生徒や学校、地域社会、行政等に何らかの便益が確実

にもたらされるように、利用申請段階で具体的な研究成果（及びそのプロセス）を明確化す

るとともに、データ利用を通じて得られた分析結果等を確実に公表する、といった取組が不

可欠と考えられる。 

加えて、データベースの整備や利用を通じて、当初意図しなかった課題が生じた場合には、

関係者間でそれらを速やかに共有し、改善していくための体制を整えることも重要であろう。 
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